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 蓄電システム製品登録を申請される皆様へ 
 

蓄電システム製品登録申請者は、虚偽の内容を含む申請をしてはなりません。 

その内容に偽りがあることが蓄電システム製品登録後に判明した場合、民事上及び刑事上の法的責任が生ず
る可能性があることを認識し、誠実且つ的確な申請をしてください。 

不正をした事が明らかになった場合は当該蓄電システムが関連した補助対象事業者への補助金の交付決定
取り消しや、既に支払った補助金の返還を求めることもあり得ますので、注意してください。 

なお、本事業で定める登録基準は、登録対象を選定するための基準であり、対象とする蓄電システムの安全
性について一般社団法人 環境共創イニシアチブ（以下、「ＳＩＩ」という）が担保するものではありません。対象
製品により発生する故障や欠陥、事故等の瑕疵についてＳＩＩは一切の責任を負いません。製品の瑕疵につい
ては、対象製品を出荷・販売した者が責任を負うことをご理解ください。 

                                          一般社団法人 環境共創イニシアチブ  
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平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

我が国では「エネルギー基本計画」（２０１４年４月閣議決定）において、「住宅については、２０２０年までに標準的な新
築住宅で、２０３０年までに新築住宅の平均で住宅の年間の一次エネルギー消費量が正味（ネット）でゼロとなる住宅 

（以下、「ＺＥＨ」という）の実現を目指す」とする政策目標を設定しています。 

経済産業省資源エネルギー庁は、この目標の達成に向けたＺＥＨロードマップの検討を行い、そのとりまとめを 

２０１５年１２月に公表しました。 

 

また、経済産業省 資源エネルギー庁は、２０１７年７月に「ＺＥＨロードマップフォローアップ委員会」を設置し、ＺＥＨロー
ドマップの見直し、２０２０年目標の着実な実現に向けた取り組み状況のフォローアップ、追加的な対策の検討や、 

２０３０年目標の実現に向けた課題と対策の検討を行い、そのとりまとめ（案）は、２０１８年４月１日現在、パブリックコメント
を受付中です。 

 

これを受けて、平成３０年度においては、環境省、経済産業省、国土交通省が連携し、引き続き供給を促進すべきＺＥＨ
（注文住宅、低層・中層集合住宅）、将来の更なる普及に向けて供給を促進すべきＺＥＨ（ＺＥＨ＋、建売住宅、高層集
合住宅）、中小工務店が連携して建築するＺＥＨ（ＺＥＨの施工経験が乏しい事業者に対する優遇）の促進支援を進めて
いくことになりました。 

 
経済産業省による「平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業」では、「平成２９年度 ＺＥＨ支援事業」に引
き続き蓄電システムを登録し、再生可能エネルギー・システムにより発電された電力を効果的に蓄電し、住宅における電
力の自家消費量を増加させる目的で導入される機器に対して補助を行います。 
 
 ◆「ＺＥＨロードマップフォローアップ委員会とりまとめ」については、経済産業省 資源エネルギー庁の 
   ホームページをご確認ください。 
   http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/zeh/ 

登録要件について １ 
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事業概要 １ -１ 

（１） 趣旨 

 補助対象となる蓄電システムは、以下の全てを満たすものとなります。 
 ・本事業の補助対象住宅に導入される蓄電システムであること。 
 ・本年度、ＳＩＩに登録された蓄電システムであること。 
 ・導入価格が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムであること。（Ｐ２９参照） 
 ・蓄電システムの導入目的と接続及び運用の要件を満たすものであること。（Ｐ２９参照） 
 ・導入する蓄電システムは新品であること。 
 （詳細は「一般公募要領」を参照すること）  

※ 「平成２９年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進支援補助事業のうち住宅・ビル 

   の革新的省エネルギー技術導入促進事業）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）」（以下、「平成２９年度 ＺＥＨ 

   支援事業」という）で登録済の蓄電システムを、本事業においても登録を希望する者は、登録移行手続を行うことで、 

   申請書類の一部を省略することができます。ただし、次ページ以降の要件を満たす機器に限ります。（Ｐ２５参照） 

  平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 
  （住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業） 
  （ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）（以下、「本事業」という）   

（２） 補助金名 

（３） 補助対象となる蓄電システム 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

本事業の登録対象となる蓄電システムは、ＳＩＩが定める要件を満たすことに加え、再生可能エネルギー・システ

ムにより発電された電力の自家消費量を増加させる目的で導入される機器とします。 

 

 ※対象製品として登録するためには、製品の性能や製品型番等をＳＩＩへ登録申請し、その製品が登録要件を 

     満たしているか審査を受けることが必要となります。 

なお、平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金で既に登録されている蓄電システム

については、本事業における製品登録の申請において一部書類を省略できます。（Ｐ●●参照） 

 以下要件をすべて満たすメーカーを対象とします。 

  
 ① 製品の製造・輸入等をし、自社の責任で販売する事業者であること。 

 ② 事業及び企業の継続性があること。 

 ③ 有償・無償を問わず、蓄電システムの法定耐用年数の間、導入する蓄電システムの保障、修理、メンテナンス、 

   サポートが継続して行うことができ、そのための拠点を国内に有すること。 

 ④ 使用済み蓄電池について、適切に廃棄又は回収する方法を蓄電システムの添付書類（取扱説明書等）及び、 
   ホームページに明記して使用者（所有者）に示すこと。 
   ※蓄電池部分が分離されるものについては蓄電池部の添付書類（取扱説明書等）に明記すること。 
 ⑤ 出荷された蓄電システムのパッケージ型番に付番された製造番号で、設置場所住所等が把握できる社内体制 
   （トレーサビリティが確保できる体制）が法定耐用年数以上組まれていること。 
 ⑥ 自社の対象蓄電システムに対して保証書、領収書（購入のみ）、設置・施工完了証明書（リースのみ）の発行の 
   周知等を行い、本事業の補助対象事業者が補助対象事業実績報告書の提出を行う際に添付できること。 
   詳細は、下記を参照してください。 

  

保証書の写し※１ 領収書の写し※２ 設置・施工完了証明書※３ 

○ 購入の場合のみ リースの場合のみ 

※１ 保証書の写しについて 

 （１）保証書はメーカーが発行すること。 

 （２）保証書には購入者氏名及び住所、購入日（保証開始日）が記載されていること。（未記載は不可とします） 

 （３）リースにて導入した場合は、共同申請者（リース事業者等）及び住所が記載された保証書の写しを提出すること。 

 （注）原則、パッケージ型番が記載された保証書の写しとします。パッケージ型番がない場合は、蓄電システムの 

    構成部品（蓄電池部、電力変換装置、計測・表示装置等）全ての保証書の写しを提出してください。 

※２ 領収書の写しについて（購入の場合のみ） 

    購入者氏名、購入日、品名、パッケージ型番（購入明細）、購入元、購入金額が分かる領収書の写しを提出 

    すること。 

※３ 設置・施工完了証明書について（リースの場合のみ） 

 （１）ＳＩＩホームページからダウンロードした指定書式を用いて必要事項を記入し提出すること。 

    作成例については、Ｐ●●「その他書類」【設置・施工完了報告書】を参照のこと。 

 （２） 設置又は施工事業者の代表印を必ず押印すること。 

（注１） 登記をしている法人格に限ります。 

（注２） 蓄電システムを購入し自社の責任で販売する事業者は、ＯＥＭ等企業情報（製品を製造する企業等の情報）と、 

    そのＯＥＭ等先との契約書又は覚書等の写しを提出してください。 

          ＯＥＭ等企業情報については、Ｐ●●「提出書類フォーマット」【ＯＥＭ等の企業情報】を参照してください。    

  蓄電システムは、蓄電池部、電力変換装置等から構成されるシステムで、登録対象機器を一つのパッケージとして取り 

  扱うシステムとします。登録の対象範囲は以下の通りとします。 

登録対象となる蓄電システムの要件 １ -３ 

項目 詳細 

蓄電システム 

蓄電池部※１ 

リチウムイオンが電極間を移動して起こる酸化還元反応により、発生する電気エネ

ルギーを供給する蓄電池とすること。ＪＥＭ規格で定義された初期実効容量（Ｐ９参

照）の内、計算値と計測値のいずれか低い方が１.０ｋＷｈ以上であること。 

電力変換装置 
半導体電力変換装置（インバータ、コンバータ、パワーコンディショナ等） 

であること。 

計測・表示装置 他の機器に付随しないものであること。 

筐体 
蓄電池並びに充電装置、逆変換装置、出力用過電流遮断器、配線等を収納する 

箱（外箱）であり、各種法令により定められた基準に準拠するものであること。 

 ※１ 蓄電池部とは、リチウムイオン蓄電池（単電池又は組電池）と、これを制御する制御部（バッテリーマネージメント 

    ユニット等）を含む蓄電システムの構成部品です。 

 （１）登録の対象範囲 

   登録の対象範囲は以下の通りとします。 

蓄電システムの機器要件 ２ -２ 

項目 詳細 

蓄電池部※１ 
リチウムイオンが電極間を移動して起こる酸化還元反応により、発生する電気エネルギー

を供給する蓄電池とすること。 

蓄電システム 

１.０ｋＷｈ以上※２の蓄電池部と、半導体電力変換装置（インバータ、コンバータ、 

パワーコンディショナ等）を備えたシステムとして一体的に構成され、パッケージ型番が付

与された蓄電システムとすること。 

計測・表示装置 他の機器に付随しないものであること。 

キュービクル 
蓄電池並びに充電装置、逆変換装置、出力用過電流遮断器、配線等を収納する 

箱（外箱）であり、各種法令により定められた基準に準拠するものであること。 

 ※１ 蓄電池部とは、リチウムイオン蓄電池（単電池又は組電池）と、これを制御する制御部（バッテリーマネージメント 

    ユニット等）を含む蓄電システムの構成部品です。 

 ※２ 単電池の定格容量、単電池の公称電圧及び使用する単電池の数の積で算出されるＬＩＢ部の蓄電容量が１.０ｋ 

    Ｗｈ以上になっていることが求められます。 

 （１） 登録の対象範囲 

 
   ※蓄電池部分が分離されるものについては蓄電池部の添付書類（取扱説明書等）に明記すること。 

 ⑤ 出荷された蓄電システムのパッケージ型番に付番された製造番号で、設置場所住所等が把握できる社内体制 
   （トレーサビリティが確保できる体制）が法定耐用年数以上組まれていること。 
 ⑥ 自社の蓄電システムに対して保証書、領収書※１、設置・施工完了証明書※２の発行の周知等を行い、本事業の 
   補助対象事業者が補助対象事業実績報告書の提出を行う際に添付できること。 
   ※１ 購入の場合のみ必要 
   ※２ リースの場合のみ必要  
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 蓄電システム製品登録の申請者は、以下の要件を全て満たす製造者等（以下、「メーカー」という）とします。 

（注１） 登記をしている法人格に限ります。 

（注２） 蓄電システムを購入し自社の責任で販売する者は、ＯＥＭ等企業情報（製品を製造する企業等の情報）と、 

     そのＯＥＭ等先との契約書又は覚書等の写しを提出してください。ＯＥＭ等企業情報については、Ｐ３８を 

     参照してください。 

蓄電システム製品登録申請者の要件 １ -２ 

 
 ① 製品の製造、輸入等を行い、自社の責任で販売する者であること。 

 ② 事業及び企業の継続性があること。 

 ③ 蓄電システムの法定耐用年数の間、導入する蓄電システムの保障、修理、メンテナンス、 

   サポートを継続対応できる体制を国内に有していること。 

 ④ 使用済み蓄電池について、適切に廃棄又は回収する方法を蓄電システムの添付書類（取扱説明書等）及び、 

   ホームページに明記して使用者（所有者）に示すこと。 

   ※ 蓄電池部分が分離されるものについては蓄電池部の添付書類（取扱説明書等）に明記すること。 

 ⑤ 出荷された蓄電システムのパッケージ型番に付番された製造番号で、設置場所住所等が把握できる社内体制 

   （トレーサビリティが確保できる体制）が法定耐用年数以上組まれていること。 

 ⑥ 自社※１の蓄電システムに対して保証書、領収書※１、設置・施工完了証明書※２の発行の周知等を行い、本事業の 

   補助対象事業者が補助対象事業実績報告書の提出を行う際に添付できること。 

   ※１ グループ企業内で役割分担又は作業分担する場合は、申請前にＳＩＩに相談すること。 

   ※２ 購入の場合のみ必要 

   ※３ リースの場合のみ必要  

 

補助対象として採択されるＺＥＨに導入する蓄電システムは、ＳＩＩにあらかじめ登録された製品に限ります。登録するため

には、製品の性能や製品型番等をＳＩＩへ登録申請し、その製品が登録要件を満たしているか審査を受けることが必要と

なります。ＳＩＩの定める登録要件は、以下の通りとします。 
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 （２） 登録対象となる機器の要件 

区分 基準 技術基準 

● 

性能及び 

表示基準 

１） 「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格を標準インターフェイスとして搭載していること。 

２） 蓄電容量、定格容量、繰り返し充放電耐久性（サイクル耐久性）に関して、一定の基準を 

    満たすこと。（Ｐ８～Ｐ１０参照） 

３） 再生可能エネルギーの自家消費量を増加させるために、当該再生可能エネルギーを効 

  果的に蓄電できるモードを有していること。 

  （非常用の電力確保を目的として限定的に再生可能エネルギーを蓄電するものは対象外） 

４） 初期実効容量、定格出力、出力可能時間、保有期間、廃棄方法、アフターサービス等に 

  ついて、所定の表示がなされていること。（Ｐ８～Ｐ１０参照） 

安

全

基

準 

蓄電池部 ＪＩＳ Ｃ ８７１５－２又はこれと同等の規格を満足すること。※１ 

蓄電システム ＪＩＳ Ｃ ４４１２－１若しくはＪＩＳ Ｃ ４４１２－２※２又はこれらと同等の規格を満足すること。※３ 

震災対策 

基準 

次の１）又は２）のいずれかが「震災対策基準」に準拠すること。（詳細はＰ１０を参照すること） 

１） 単セル 

２） 蓄電システム 

保証年数 
メーカー保証年数（無償保証に限る）※４及びサイクル試験（Ｐ９～Ｐ１０参照）による性能年数がと

もに１０年以上であること。 

○ 性能基準 
１） ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証を取得していること。 

２） ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定ReleaseＨ以降に準拠していること。 

  ※１ 平成２８年３月末までに、平成２６年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業の指定認証 

     機関から｢ＳＢＡ Ｓ１１０１:２０１１（一般社団法人 電池工業会発行）とその解説書」に基づく検査基準による 

     認証がなされている場合、ＪＩＳ Ｃ ８７１５－２と同等の規格を満足した製品であるとみなします。 

  ※２ ＪＩＳ Ｃ ４４１２－２における要求事項の解釈等は「電気用品の技術基準の解釈 別表第八」に準拠すること。 

  ※３ 平成２８年３月末までに、平成２６年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業の指定認証 

     機関から「蓄電システムの一般及び安全要求事項」に基づく検査基準による認証がなされている場合、 

     ＪＩＳ Ｃ ４４１２－１又はＪＩＳ Ｃ ４４１２－２と同等の規格を満足した製品であるとみなします。 

  ※４ 当該メーカー以外の保証（販売店保証等）は含みません。 

表１ 定置用リチウムイオン蓄電システムに関するＪＩＳ規格 

名称 内容 

ＪＩＳ Ｃ ８７１５－２ 
 産業用リチウム二次電池の単電池及び電池システム 

 第２部：安全性要求事項 

ＪＩＳ Ｃ ４４１２－１ 
 低圧蓄電システムの安全要求事項 

 第１部：一般要求事項 

ＪＩＳ Ｃ ４４１２－２ 
 低圧蓄電システムの安全要求事項 

 第２部：分離形パワーコンディショナの特定要求事項 

① 機器要件及び各基準の概要 

 登録する蓄電システムの機器要件及び各基準は以下の通りとします。  （２）性能及び表示基準と安全基準 

   登録する蓄電システムの各基準は以下の通りとします。 

 

 ① 各基準の概要 

基準 技術基準 

性能及び 

表示基準 

① 「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格を標準インターフェイスとして搭載していること。 

② 蓄電容量、定格容量、繰り返し充放電耐久性（サイクル耐久性）に関して、一定の基準を 

    満たすこと（詳細はＰ●●を参照すること）。 

③ 再生可能エネルギー蓄電モードを有するリチウムイオン蓄電システムであること。 

④ 定格出力、出力可能時間、保有期間、修理保証、廃棄方法、アフターサービス等につい

て、所定の表示がなされていること（詳細はＰ●●を参照すること）。 

安

全

基

準 

蓄電池部 ＪＩＳ Ｃ ８７１５－２又はこれと同等の規格を満足すること。※４ 

蓄電システム ＪＩＳ Ｃ ４４１２－１若しくはＪＩＳ Ｃ ４４１２－２※５又はこれらと同等の規格を満足すること。※６ 

震災対策 

基準 

次の①又は②のいずれかが「震災対策基準」に準拠すること。（詳細はＰ●●を参照するこ

と） 

① 単セル 

② 蓄電システム 

（注１） ＪＩＳ認証等は過去３年以内に認証（認証維持審査によるものを含む）を受けているもの。 

     該当するＪＩＳ等については、下記表１を参照してください。 

（注２） 平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金で既に登録されている製品は、 

     ＪＩＳ認証等と 同等の基準を満たした製品であるとみなします。 

（注３） 平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金で既に登録されている製品に改造を 

     加える場合は、原則、新たにパッケージ型番を付番し新規に登録を行ってください。 

 

  ※４ 平成２8年３月末までに、平成２６年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業の指定認証 

     機関から｢ＳＢＡ Ｓ１１０１:２０１１（一般社団法人 電池工業会発行）とその解説書」に基づく検査基準による 

     認証がなされている場合、ＪＩＳ Ｃ ８７１５－２と同等の規格を満足した製品であるとみなします。 

  ※５ ＪＩＳ Ｃ ４４１２－２における要求事項の解釈等は「電気用品の技術基準の解釈 別表第八」に準拠すること。 

  ※６ 平成２９年３月末までに、平成２６年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業の指定認証 

     機関から「蓄電システムの一般及び安全要求事項」に基づく検査基準による認証がなされている場合、 

     ＪＩＳ Ｃ ４４１２－１又はＪＩＳ Ｃ ４４１２－２と同等の規格を満足した製品であるとみなします。 

表１ 定置用リチウムイオン蓄電システムに関するＪＩＳ規格 

名称 内容 

ＪＩＳ Ｃ ８７１５－２ 
 産業用リチウム二次電池の単電池及び電池システム 

 第２部：安全性要求事項 

ＪＩＳ Ｃ ４４１２－１ 
 低圧蓄電システムの安全要求事項 

 第１部：一般要求事項 

ＪＩＳ Ｃ ４４１２－２ 
 低圧蓄電システムの安全要求事項 

 第２部：分離形パワーコンディショナの特定要求事項 

（注１） ＪＩＳ認証等は過去３年以内に認証（認証維持審査によるものを含む）を受けているもの。 

      該当するＪＩＳ等については、下記表１を参照してください。 

（注２） 「平成２９年度 ＺＥＨ支援事業」で既に登録されている製品に改造を加える場合は、原則、新たにパッケージ 

     型番を付番し新規に登録を行ってください。 

基準 技術基準 

性能及び 

表示基準 

１） 「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格を標準インターフェイスとして搭載していること。 

２） 蓄電容量、定格容量、繰り返し充放電耐久性（サイクル耐久性）に関して、一定の基準を 

    満たすこと。（Ｐ８～Ｐ１０参照） 

３） 再生可能エネルギーの自家消費量を増加させるために、当該再生可能エネルギーを効果 

  的に蓄電できるモードを有していること。 

  （非常用の電力確保を目的として限定的に再生可能エネルギーを蓄電するものは対象外） 

４） 初期実効容量、定格出力、出力可能時間、保有期間、廃棄方法、アフターサービス等に 

  ついて、所定の表示がなされていること。（Ｐ８～Ｐ１０参照） 

安

全

基

準 

蓄電池部 ＪＩＳ Ｃ ８７１５－２又はこれと同等の規格を満足すること。※１ 

蓄電システム ＪＩＳ Ｃ ４４１２－１若しくはＪＩＳ Ｃ ４４１２－２※２又はこれらと同等の規格を満足すること。※３ 

震災対策 

基準 

次の１）又は２）のいずれかが「震災対策基準」に準拠すること。（詳細はＰ１０を参照すること） 

１） 単セル 

２） 蓄電システム 

保証年数 
メーカー保証年数（無償保証に限る）※４及びサイクル試験（Ｐ９～Ｐ１０参照）による性能年数が

ともに１０年以上であること。 

メンテ中 

凡例 ●：必須要件 ○：「平成３０年度 ＺＥＨ+実証事業」で選択要件として選択し、補助対象として導入する場合、必須となる追加要件 
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 ②性能及び表示基準の詳細 

本事業で登録対象となる蓄電システムは、該当製品が次に示す基本性能及び表示基準を満たすことを 
確認する必要があります。なお、表示は蓄電池部と蓄電システムのどちらに関する事項であるかを明確にしてください。 

蓄電池部とは、リチウムイオン蓄電池（単電池又は組電池）と、これを制御する制御部（バッテリーマネージメント 
ユニット等）を含む蓄電システムの構成部品です。 
 
● 定格容量 
     ｢ＪＩＳ Ｃ ８７１５－１｣で定められた方法により、単電池の定格容量を指定すること。定格容量の単位はＡｈとする。 
    定格容量は保証値であり、製造事業者は定格容量を下回る単電池を蓄電システムに使用してはならない。 
    又、登録対象となる２５個以上の単電池の容量の測定値を提出し、定格容量がこれらの測定値以下に設定 
    されていることを示すこと。なお、測定条件は、製造事業者の標準条件を用いてもよい。ただし、容量測定時の 
    電流レートは０．２ＩｔＡ以上の条件とする。又、５時間率放電（０．２ＩｔＡ)換算データも認める。 
 
● 公称電圧 
   単電池の電圧を指定、又は同定するために用いられる適切な電圧値を指定すること。 
 
● 蓄電容量 
    単電池の定格容量、単電池の公称電圧及び使用する単電池の数の積で算出される蓄電池部の蓄電容量 
    であること。蓄電容量を登録対象機器の添付書類に明記すること。蓄電容量の単位は Ｗｈ、ｋＷｈ、ＭＷｈの 
    いずれかとする。 

１） 蓄電池部 

蓄電システムとは、蓄電池部とインバータ等の半導体電力変換装置等からなるシステムです。 
 
● 定格出力 
   認証書に基づく系統側の定格出力を指定し登録対象機器の添付書類に明記すること。定格出力とは、蓄電 
   システムが連続して出力を維持できる製造事業者が指定する最大出力とする。定格出力の単位はＷ、ｋＷ、 
   ＭＷのいずれかとする。 
 
● 定格出力可能時間 
   定格出力可能時間を登録対象機器の添付書類に明記すること。定格出力可能時間とは、定格出力を用いた 
   場合の出力可能時間とする。定格出力可能時間の単位は分とし、出力可能時間が１０分未満の場合は、 
   １分刻みで表示すること。出力可能時間が１０分以上の場合は、５分刻みの切り捨てとする。 
   ただし、蓄電システムの運転に当たって補器類の作動に外部からの電力が必要な蓄電システムについては、 
   その電力の合計も併せて記載すること。単位はＷ、ｋＷ、ＭＷのいずれかとする。 
 
● 出力可能時間の例示 
   Ａ．複数の運転モードをもち、各モードでの最大の連続出力（Ｗ）と出力可能時間（ｈ）の積で規定される容量 
     （Ｗｈ）が全てのモードで同一でない場合、出力可能時間を代表的なモードで少なくとも一つ例示しなければ 
     ならない。出力可能時間とは、蓄電システムを、指定した一定出力にて運転を維持できる時間とする。 
     このときの出力の値は製造事業者指定の値でよい。 
   Ｂ． 購入設置者の機器選択を助ける情報として、代表的な出力における出力可能時間を例示することを認める。 
     例示は、出力と出力可能時間を表示すること。出力の単位はＷ、ｋＷ、ＭＷのいずれかとする。出力可能 
     時間の単位は分とし、出力可能時間が１０分未満の場合は、１分刻みで表示すること。出力可能時間が 
     １０分以上の場合は、５分刻みの切り捨てとする。又、運転モード等により出力可能時間が異なる場合は、 
     運転モード等を明確にすること。ただし、蓄電システムの運転に当たって、補器類の作動に外部からの電力 
     が必要な蓄電システムについては、その電力の合計も併せて記載すること。単位はＷ、ｋＷ、ＭＷのいずれ 
     かとする。 
 
 

２） 蓄電システム 
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● 初期実効容量 
   製造業者が指定する、工場出荷時の蓄電システムの放電時に供給可能な交流側の出力容量。使用者が 
   独自に指定できない領域は含まない（算出方法については、一般社団法人 日本電気工業会 日本電気工業会 
   規格 「ＪＥＭ １５１１ 低圧蓄電システムの初期実効容量算出方法」を参照すること）。 
   製造業者は、カタログ又は技術資料に次のように表示すること。 
 
     初期実効容量 Ｘ.ＸｋＷｈ （ＪＥＭ １５１１による） 
   

● 保有期間 
   補助金の支給を受けて対象システムを購入した場合、所有者（購入設置者）は、当該システムを法定耐用年数 
   の期間、適正な管理・運用を図らなければならない。このことを登録対象機器の添付書類に明記し、所有者 
   （購入設置者）へ注意喚起を行うこと。 
 
● 廃棄方法 
   使用済み蓄電池を適切に廃棄、又は回収する方法について登録対象機器の添付書類に明記すること。 
   蓄電池部分が分離されるものについては、蓄電池部の添付書類に明記すること。 
   【表示例】「使用済み蓄電池の廃棄に関しては、当社担当窓口へご連絡ください。」 
 
● アフターサービス 
   国内のアフターサービス窓口の連絡先について、登録対象機器の添付書類に明記すること。 
 
● 外形寸法 
   蓄電システムの外形寸法、及び重量が明記された書類をＳＩＩに提出すること。なお、蓄電システムが複数の 
   ユニットから構成されている場合は、各ユニットの外形寸法、及び重量を適切な単位で明記すること。 
 
● 初期実効容量 
   製造業者が指定する、工場出荷時の蓄電システムの放電時に供給可能な交流側の出力容量。使用者が 
   独自に指定できない領域は含まない。（算出方法については、一般社団法人 日本電機工業会 日本電機 
   工業会規格 「ＪＥＭ １５１１ 低圧蓄電システムの初期実効容量算出方法」を参照すること） 
   製造業者は、自社ホームページ、カタログ、製品仕様書等に次のように表示すること。 
 
     初期実効容量 Ｘ.ＸｋＷｈ （ＪＥＭ １５１１による） 
   

３）サイクル試験と保証年数 

以下に基づき、サイクル試験を行い、Ｄ．サイクル試験方法のステップ６で算出される試験後の容量の定格容量 
に対する割合が６０％以上であること。 

【蓄電池部】 
 
Ａ．試験を行うための充放電手順 
   充電に先立ち、単電池を周囲温度２５±５℃で規定された放電終止電圧まで０．２ＩｔＡ以上１．２ＩｔＡ以下の 
    製造業者が指定した値で放電する。ここで、ＩｔＡ＝定格容量/１ｈとする。 
    特に規定がない限り、単電池を周囲温度２５±５℃で製造業者が指定する方法で充電する。 
   
Ｂ．放電性能試験 
  単電池を周囲温度２５±５℃放電終止電圧まで０．２ＩｔＡ以上１．２ＩｔＡ以下の製造業者が指定した値で放電し、 
  初期の放電容量を測定する。 
 
Ｃ．サイクル試験数と性能基準 
  この試験は、単電池のサイクル試験後の容量が要求以上であることを検証するためのものである。 
  単電池に対して、保証年数に応じたサイクル数をＤ．に示す方法で試験を行うこと。 
  Ｄ．の試験で計測された値が性能基準を上回っている場合、当該年数を性能年数として定めることができる。 

性能年数 サイクル試験数 性能基準 

10年 3,650 

60％ 

11年 4,015 

12年 4,380 

13年 4,745 

14年 5,110 

15年以上 5,475 
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 ③ 震災対策基準の詳細 

SAE J2464 NOV 2009※１ に規定されている試験項目 4.3.3 釘刺試験、4.3.6圧壊試験を実施する。ただし、 
単セルの充電状態は満充電とすること。又、釘刺試験、圧壊試験において、貫通・変形後の経過観察時間は１時間 
とする。判定基準は、発煙なし、発火なし、破裂なし、とする。なお、試験数は５個とし全て判定基準に適合すること。 
 
※１ SAE J2464 NOV2009, SAE International Surface Vehicle Recommended Practice,  
   (R) Electric and Hybrid Electric Vehicle Rechargeable Energy Storage System, 2009-11 
   （http://standards.sae.org/j2464_200911/） 
 
 
 
蓄電システムの筐体天面に対して、平板で５０ｋＮ の圧力を掛け（保持時間：１０分間）、加圧したままの状態で、 
筐体が変形しないことを確認すること。判定基準は、蓄電システムの筐体が、天面・底面間で変形しないこととする。 
ただし、１％以内の変形は許容範囲とする。なお、試験数は１個とする。 
 
なお、機器の設置は耐震支持（アンカーボルト等）の対策を講ずることを推奨する。 
 

１） 単セル試験 

２） 蓄電システム試験 

Ｄ． サイクル試験方法 
     
  ステップ１：単電池を周囲温度２５±５℃で規定された放電終止電圧まで０．２ＩｔＡ以上１．２ＩｔＡ以下の 
         製造業者が指定した値で放電する。 
    ステップ２：単電池を周囲温度２５±５℃で製造業者が指定する方法で充電する。 
    ステップ３：単電池を、所定の終止電圧まで、２５±５℃、０．２ＩｔＡ以上１．２ＩｔＡ以下の製造業者が指定した値で 
          放電しなければならない。（この終止電圧は、システムでの充放電範囲を想定した製造業者が指定 
         する終止電圧とする。） 
           製造業者が、短時間で試験を実施するために１．２ＩｔＡ以上の製造業者が指定した値の放電電流 
          を用いてもよい。 
    ステップ４：ステップ２ とステップ３ は、保証年数に応じた回数を繰り返さなければならない。 
    ステップ５：Ｂ.に従い、サイクル試験後の容量を測定する。 
    ステップ６：ステップ５で測定した容量のＢ．で測定した初期の放電容量に対する割合を算出すること。 
         ただし、下記の算出については許容する。 
         ①ステップ３を２０００回以上繰り返した際の劣化曲線より、性能基準を満足する性能年数を 
           算出すること。 
                    ②所定サイクル試験数を満たしたサイクル性能を有する蓄電池に、一部変更を行った蓄電池 
           においては、ベースとなる蓄電池のサイクル性能を参考にして性能年数を算出すること。 
    ステップ７：サイクル試験終了。 
 
【蓄電システム】 
 
Ｅ． 初期実効容量 
   ＪＥＭ規格に則り、蓄電池の初期実効容量の測定を行うこと。測定方法詳細は、「一般社団法人 日本電機 
      工業会 日本電機工業会規格  ＪＥＭ １５１１ 低圧蓄電システムの初期実効容量算出方法」を参照すること。 
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 （３） パッケージ型番の付番 

   複数の機器の組合せで構成される蓄電システムを販売する場合、構成機器（蓄電池部、電力変換装置等）の組合せ 

   ごとにパッケージ型番を付番し販売できること。 

  ① 登録対象範囲（パッケージ型番に含めることができる機器等）は蓄電システム本体と、それに付随する付帯 
    設備とする。（Ｐ６参照） 
 

  ② 組合せる機器ごとに、それぞれ型番・製造番号等が付番される場合も、必ず機器の組合せごとにパッケージ 
    型番を付番して申請すること。 
 

  ③ 構成する機器が異なる場合は、組合せごとにパッケージ型番を付番すること。類似する構成機器（ケーブルの長さ、 
    リモコンの種別等）による違いであっても、組合せごとにパッケージ型番を付番すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ④ 原則、登録するパッケージ型番ごとに製造番号を付番し、そのパッケージ型番・製造番号・機器製造事業者名が 
      印字された保証書等を発行できること。  
         ※ 登録するパッケージ型番の保証書等の発行ができない場合、本事業の登録対象外となる場合があります。 
 
  ⑤ 原則、登録するパッケージ型番ごとに製造番号を付番し、そのパッケージ型番・製造番号・機器製造事業者名が 
         打刻された銘板を本体機器に貼付できること。 
         ※ 登録するパッケージ型番の銘板を本体機器に貼付できない場合、本事業の対象外となる場合があります。 

＜認められる組合せ例＞         ＜認められない組合せ例＞ 

パッケージ型番 
【ABC】 

 蓄電池部      aaa 

 電力変換装置  bbb 

 リモコン         ccc 

パッケージ型番 
【DEF】 

 蓄電池部      aaa 

 電力変換装置  bbb 

 リモコン       ccc  リモコン       ddd or 

登録対象範囲 
（蓄電システム） 

蓄電池部 

電力変換装置 

計測・表示装置 

筐体 

パッケージ型番 

保証書等に印字 

打刻された銘板を蓄電システムに貼付 

販売見積書・領収金額内訳書等に記載 

領収書に記載 

設置・施工完了証明書に記載 

機器製造事業者等にて管理 

機器製造 
事業者 

販売 
事業者 

設置・工事 
事業者 

 （３）パッケージ型番の付番 

   複数の機器の組合せで構成される蓄電システムを販売する場合、構成機器（蓄電池部、電力変換装置等）の組合せ 

   ごとにパッケージ型番を付番し販売できる必要があります。 

  ① 登録対象範囲（パッケージ型番に含めることができる機器等）は蓄電システム機器本体と、それに付随する付帯 
    設備とする。（Ｐ●●参照） 
 

  ② 組合わせる機器ごとに、それぞれ型番・製造番号等が付番される場合も、必ず蓄電システムとして申請する機器 
    の組合せごとにパッケージ型番を付番すること。 
 

  ③ パッケージ型番に含まれる本体機器の組合せは常に一意であること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ④ 原則、登録するパッケージ型番ごとに製造番号を付番し、そのパッケージ型番・製造番号・機器製造事業者名が 
      印字された保証書等を発行できること。  
         ※登録するパッケージ型番の保証書等の発行ができない場合、本事業の登録対象外となる場合があります。 
 
  ⑤ 原則、登録するパッケージ型番ごとに製造番号を付番し、そのパッケージ型番・製造番号・機器製造事業者名が 
         打刻された銘板を本体機器に貼付できること。 
         ※登録するパッケージ型番の銘板を本体機器に貼付できない場合、本事業の対象外となる場合があります。 
 
 
    

（注１） 組合せが異なる場合、組合せごとにパッケージ型番を付番してください。 

（注２） 類似する構成機器（ケーブルの長さ、リモコンの種別等）による違いであっても、 

          組合せごとにパッケージ型番を付番してください。 

 
＜認められる組合せ例＞         ＜認められない組合せ例＞ 

パッケージ型番 
【ABC】 

 蓄電池部      aaa 

 電力変換装置  bbb 

 リモコン         ccc 

パッケージ型番 
【DEF】 

 蓄電池部      aaa 

 電力変換装置 bbb 

 リモコン       ccc  リモコン       ddd or 

登録対象範囲 
本体機器 

蓄電池部 

電力変換装置 

制御装置 

計測・表示装置 

キュービクル 

パッケージ型番 

保証書等に印字 

打刻された銘板を蓄電システムに貼付 

販売見積書・領収金額内訳書等に記載 

領収書に記載 

設置・引渡し完了証明書に記載 

機器製造事業者等にて管理 

機器製造 
事業者 

販売 
事業者 

設置・工事 
事業者 

この場合は、aaa/bbb/ccc 、aaa/bbb/dddにそれぞれ別のパッケージ 

型番を付番してください。 
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１．系統連系方式蓄電システム （DCハイブリッド型） 

２．系統連系方式蓄電システム （非ハイブリッド型） 

（注１） 蓄電システムに必要な接地端子までは登録対象範囲とする。 

■ パッケージ型番申請許可範囲の例 

補助対象範囲 
 
補助対象外 

～ 

● ● 
● ● 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ 

太陽光発電パネル 外部 
 

継電器 

● ● 
● ● 

 

パワーコンディショナ 

受電盤 

負
荷 

系統連系保護装置 

 

蓄電池ユニット 

半導体電力変換装置 

充放電制御回路 

蓄 電 池 蓄電システム制御・ 
計測・表示装置 

ＶＣＴ Ｗh 

ＨＥＭＳ 

系統連系を行う場合は 
電力会社の許可を得ること 

登録対象範囲 

登録対象外 

12 

系統連系を行う場合は 
電力会社の許可を得ること 

登録対象範囲 

登録対象外 

入力分電盤 

受 電 盤 

停電負荷分電盤 

停電負荷 
分電盤 

入力 
分電盤 

～ 

外部 
 

継電器 

● ● 
● ● 

受電盤 
ＶＣＴ Ｗh 

入力 
分電盤 

● ● 
● ● 

負
荷 

停電負荷 
分電盤 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ 

充放電制御回路 

蓄 電 池 

蓄電システム制御・ 
計測・表示装置 

系統連系保護装置 

半導体電力変換装置 

太陽光発電パワコン 

太陽光発電パネル 

ＨＥＭＳ 

蓄電池パワーコンディショナ 

 

蓄電池ユニット 

インターネット 

インターネット 
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登録に関する注意事項 １ -４ 
  蓄電システムの登録を希望するメーカーは、特に以下の点に留意してください。 
  又、登録申請書の提出をもって下記の事項に同意したものとみなします。 
   
  ① 登録の際は、間違いがないよう十分注意し、ＳＩＩのホームページ掲載後、万一、間違いが見つかった場合は、 
    各社の責任で対応を行うこととする。 
 

  ② 登録申請する蓄電システムは、原則、申請時に販売※１していること。 
 

  ③ 申請された内容に変更（製品に係る性能、仕様、ファームアップ、担当者情報等含む）及び廃番があった場合は、 
    速やかにＳＩＩへ報告を行うこと。変更の内容についてＳＩＩが適切でないと判断した場合は、ＳＩＩの指示に従うこと。 
 

  ④ 対象製品の広報に関して、登録された蓄電システムを各社のカタログ・ホームページ・チラシ・広告等で対象製品として 
    広報することは任意とする。ただし、審査結果通知書発行前に、登録された蓄電システムかのような誤解を与える表現を 
    用いることは認められない。対象外の製品が対象製品であるかのような誤解を申請者に与えないように配慮すること。 
  
    ⑤ 本事業で定める登録基準は、登録対象を選定するための基準であり、対象とする蓄電システムの安全性について 
    ＳＩＩが担保するものではない。対象製品により発生する故障や欠陥、事故等の瑕疵についてＳＩＩは一切の責任を 
    負わない。製品の瑕疵については、対象製品を出荷・販売したメーカーが責任を負うこと。 
 

  ⑥ 導入した蓄電システムに不具合等（製品の個体差によるものは含まない）が発生した場合は、その対策と対応を進める 
    とともに、速やかにＳＩＩへ報告を行うこと。ＳＩＩは、その不具合の内容により文書で報告させることができるものとする。 
    又、不具合等により蓄電システムの交換を行う場合は、未使用品を使用すること。 
 

  ⑦ ＳＩＩは、蓄電システムの恒常的な安全を促すために、必要に応じてメーカーへの立入検査ができる。 
    メーカーは、ＳＩＩからの検査の求めに応じなければならない。又、ＳＩＩは、検査の結果に応じてそのメーカーの 
    指定製品を対象外とする場合がある。 
 

  ⑧ 製品登録を行ったメーカーは、製品登録の申請書類全てについて、その一式を本事業の終了後から 
    最低５年間保管し、事業終了後においても閲覧や提出に協力すること。 
 

  ⑨ 製品登録を行うメーカーにおいて、いかなる理由があってもその内容に虚偽の記述を行わないこと。 
     ＳＩＩにより虚偽が認められた場合、ＳＩＩは当該メーカーに対して内部調査を指示し、その結果を文書で報告させることが 
    できるものとする。 
 

  ⑩ 前項の報告を受けたときは、その内容を詳細に審査し、不正行為の有無及びその内容を確認するものとする。 
     この場合において、ＳＩＩが審査のために必要であると認められるときは、当該蓄電システム及び関連資料の提出を命じ、 
    メーカーの工場、研究施設その他の事業所に立ち入ることができるものとする。 
 

  ⑪ 前項によりメーカーに不正行為があったと認められたときは、蓄電システムの登録を取消すとともに、メーカーの名称 
    及びその内容を公表する場合がある。 
 

  ⑫ 補助金受給に係る不正行為について、蓄電システムメーカーの関係者の関与がＳＩＩにより認められた場合、 
    その事業者の蓄電システムを全て登録対象外とする場合がある。 
 

  ⑬ 前項の規定による取消しを行った場合において、その取消しに係る部分に関し、既に申請者に本事業の補助金が 
    交付されているときには、ＳＩＩはメーカーに対して期限を付して当該補助金相当額を請求できるものとする。 
 

  ⑭ 蓄電システムの輸送及び取り扱いについては、建築基準法、消防法、労働安全衛生法等の関係法規を遵守し 
    十分な対策のもと慎重に行うこと。 
 

  ⑮ 製造元、輸入元等と蓄電システムの登録申請を行うメーカーとの間に生じる問題等に関しては、ＳＩＩは一切の責任を 
    負わないものとする。 
 

  ⑯ 経済産業省が利用目的（蓄電システムの価格の分析等）を明らかにした上で、蓄電システム等に関する情報 
    の提供を求めた場合、これに応じること。 

※１ 原則、市場流通していること。 



２章 パッケージ型番登録の方法 
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内容確認 

メーカーコード発行 
（メール送信）※初回のみ 

15 

（１） 目的 

  本事業の補助対象となる蓄電システムのパッケージ型番登録を行う目的は、あらかじめ登録することで申請者に対して

製品選定や事務手続等の便宜を図るとともに、補助対象事業実績報告書の審査において、補助対象機器の導入が

適切に行われていることを効果的に確認できるためです。 

 

（２） メーカーコード発行申請の方法 

  蓄電システムの登録を希望するメーカーは、初回の製品登録申請前に、「メーカーコードの発行申請」を行うことが必要

となります。下記の手順で、メーカーコードの発行を希望する旨等を申請し、メーカーコードを受領してください。 

型番登録の概要 ２ -１ 

パッケージ型番登録の方法 ２ 

（注１） 「平成２９年度 ＺＥＨ支援事業」でメーカーコードを取得しているメーカーは、同じメーカーコードの継続使用が 

    可能です。（本事業で新たなメーカーコード発行申請は不要です） 

メーカー ＳＩＩ 

メーカーコードの発行申請   
（メール送信）  

メーカーコード受領 

メ
ー
カ
ー
コ
ー
ド
の
発
行
申
請 

① ② 

③ 
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  ① メーカーコードの発行申請 

    蓄電システムの登録を希望するメーカーは、初回の製品登録申請前に「メーカーコードの発行申請」を行うこと 

    が必要となります。メーカーコード発行申請期間内に、メール送信先（ＳＩＩ）にメーカーコードの発行を希望する旨等 

    を連絡してください。 

 

    メーカーコード発行申請期間：平成３０年４月５日（木） ～ 平成３０年１２月２７日（木） １７時 

１） メール送信先 / メールタイトル / メール本文の必要記載事項 

メール送信先（ＳＩＩ） zeh_lib@sii.or.jp 

メールタイトル 

例） 蓄電システム製品登録メーカーコード発行申請/（株）○○蓄電システム工業 
 
 
 

メール本文の 
必要記載事項 

① メーカーコードの発行を希望する旨 

② メーカーの名称 

③ メーカーの名称（フリガナ） 

④ 担当者名 

⑤ 担当者連絡先 

⑥ 担当者メールアドレス（返信用となる） 

メーカー名 

２） 「メーカーコード」 と 「登録申請するパッケージ型番」 について 

 ・各企業に固有なメーカーコード（３桁もしくは４桁）をＳＩＩが発行します。 

 ・原則、重複のないパッケージ型番を設定し、登録申請を行ってください。 

※１ パッケージ型番の付番については、Ｐ１１を参照してください。 

メーカーコード（例） パッケージ型番※１（例） 

L ９９ AAA0001BBB 

  ② 内容確認とメーカーコード発行 

    ＳＩＩは、申請内容を確認後、メーカーへ固有のメーカーコードを速やかにメールにて発行・付与します。 

 

  ③ メーカーコードの受領 

    蓄電システムの登録を希望するメーカーは、受領したメーカーコードを使用して、製品登録の申請を行ってください。 

    （Ｐ１７～Ｐ１８参照） 
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（３） 製品登録の申請方法 

  登録対象機器として蓄電システムを登録するためには、下記の手順で、製品の情報をＳＩＩへ申請し、 

  登録要件を満たしているか否かの審査を受け、審査結果通知を受領することが必要となります。 

（注１） 「平成２９年度 ＺＥＨ支援事業」で登録済の蓄電システムを、本事業においても登録を希望する者は、 

    登録移行手続を行うことで、申請書類の一部を省略することができます。ただし、本事業の登録要件を 

    満たす機器に限ります。（Ｐ２５参照） 

蓄電システム製品登録申請書の 
作成と添付書類の用意 

審査結果通知の送付 

ＳＩＩホームページで 
対象製品の公表 

審査結果通知の受領 

蓄
電
シ
ス
テ
ム
の
製
品
登
録
申
請 

メーカー ＳＩＩ 

③ 

④ 

審査 審査 

承認 

対象製品の登録 
⑤ 

⑥ 

公募 
① 

② 提出 
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（３） 公募期間 

  ＳＩＩは、以下の期日に製品登録を公募します。 
 
  公募期間： 平成２９年４月４日（火） ～ 平成３０年１月３１日（水） １７時必着 

 
 ※ 第１回公表日（５月１０日）に製品登録を希望する場合には４月２１日（金）１７時必着で、申請書類が到着するよう 
   送付してください。 
     第２回公表日（５月１９日）に製品登録を希望する場合には５月２日（火）１７時必着で、申請書類が到着するよう 
   送付してください。 
   ただし、書類に不備等がある場合には、上記期日までに申請された場合でも、当該公表日に公表できないことが 
     あるので、注意してください。 
 

（４） 登録対象の審査と登録 
  ＳＩＩは、公募期間中に届いた製品登録申請内容について、審査を行い、登録要件を満たしている蓄電システムに 

  対して、ＳＩＩからメーカーに審査結果を通知します。 

 

（５） 公表スケジュール 
 

  ＳＩＩでは、審査が完了し、登録対象と認められた蓄電システムを、下記の期日に公表します。 
 

    第１回公表 ： 平成２９年５月１０日（水） 

 

    第２回公表 ： 平成２９年５月１９日（金） 

 

  ※第３回以降の公表については、随時ＳＩＩホームページで公開します。 
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  ① 公募 

    ＳＩＩは、以下の期間に製品登録を公募します。 

 

    公募期間：平成３０年４月５日（木） ～ 平成３１年１月３１日（木） １７時必着 

 

       

  

 

 

 

 

     ② 蓄電システム製品登録申請書の提出 

    蓄電システムの登録を希望するメーカーは、「蓄電システム製品登録申請書」及び添付書類を郵送にてＳＩＩに 

    提出してください。（Ｐ２０参照） 
 
     第１回公表日（５月１８日）に製品登録の公表を希望する場合は、４月１９日（木）１７時必着で申請書類がＳＩＩに到着 
     するよう送付してください。 
       第２回公表日（６月１日）に製品登録の公表を希望する場合は、５月９日（水）１７時必着で申請書類がＳＩＩに到着 
     するよう送付してください。 
     ただし、書類に不備等がある場合は、上記期日までに申請された場合でも、当該公表日に公表できないことが 
        あるので、注意してください。 
 

  ③ 登録対象の審査 

    ＳＩＩは、公募期間中に申請された蓄電システムについて、登録要件を満たしているか審査します。 

 

  ④ 審査結果の通知 

    ＳＩＩは、審査の結果、登録対象機器として承認した蓄電システムのメーカーに対して、審査結果通知を送付します。 

   

  ⑤ 対象製品の登録 

    ＳＩＩは、承認を受けた蓄電システムを、本事業のデータベースに登録します。 

    ただし、登録にあたっては条件をつける場合があります。 

   

  ⑥ 対象製品の公表 

    ＳＩＩでは、登録が完了した蓄電システムを、下記の期日に公表します。 
 

    第１回公表日 ： 平成３０年５月１８日（金） [４月１９日（木） １７時必着] 

    第２回公表日 ： 平成３０年６月 １日（金） [５月 ９日（水） １７時必着] 

 

     第３回以降の公表については、随時ＳＩＩホームページで公開します。 

 

   （注１） 個別の問合せについては、一切、応じられません。 

   （注２） 登録申請からＳＩＩホームページに公表されるまでに約１か月必要となることを(申請書に不備が無かった場合) 

        念頭に置いて申請してください。 

   （注３） 蓄電システム製品登録の公募終了時において、登録要件を満たさない機器は不採択とします。 

（８） スケジュール 
 

  ① 対象製品登録 

 

    申請期間（一次公募） ： 平成２７年３月２３日（月）～平成２７年４月１０日（金） １７：００必着分まで。 

     （注１）対象製品の登録申請については随時受付を行い、承認・登録された製品は、ＳＩＩホームページにて 

         公表する。 

 

    申請期間（二次公募） ： 平成２７年５月上旬～平成２７年５月下旬（予定） 

 

 

  ② 補助事業申請（一般公募） 

     

    事業期間 ： 平成２８年３月３１日(木）まで。 

             （原則、単年度事業とする） 

 

    申請期間（一次公募） ： 平成２７年３月３１日（火） ～平成２７年４月３０日（木） １７：００必着分まで。 

 

    申請期間（二次公募） ： 平成２７年５月上旬～平成２７年６月上旬（予定） 

 

    申請期間（三次公募） ： 平成２７年６月中旬～平成２７年７月中旬（予定） 

 

    申請期間（四次公募） ： 平成２７年７月末～平成２７年８月末（予定） 

 

 

     （注１）ただし、上記事業期間中にＳＩＩが指定する高性能建材を導入する工事を行い、補助金の支払いを 

         完了させるため、工事完了期限は原則平成２７年１２月１８日（金）、「補助事業実績報告書」の提出期限は 

         平成２８年１月１８日（月）までとする。 

         「補助事業実績報告書」の提出期日に遅れた場合は、補助事業への申請を取り下げたものとみなすので 

         注意すること。 

      （注２）交付決定通知日より前に契約・工事着工した場合は、事前契約・着工とみなし補助対象外とする。 

      （注３）補助事業申請の合計額が予算額に達した場合、補助事業申請期間内であっても予算額に達した日の 

         前日をもって公募を終了し、予算額に達した日以降に到着した申請分は原則受付けないので、十分注意 

         すること。 

  ＳＩＩは以下の期日にＺＥＨビルダーを公募します。 
 

   公募期間： 平成２８年４月４日（月） ～ 平成２９年３月３日（金） １７時必着 

（１） 公募 

      ※ 第１２回公表日（２月３日）にＺＥＨビルダーの登録を希望する場合には１月２０日（金）１７時必着で、申請書類が 
          到着するよう送付してください。 
          第１２回（追加分）公表日（２月１０日）にＺＥＨビルダーの登録を希望する場合には１月３１日（火）１７時必着で、 
     申請書類が到着するよう送付してください。 
          第１３回公表日（３月１７日）にＺＥＨビルダーの登録を希望する場合には３月３日（金）１７時必着で、申請書類が 
     到着するよう送付してください。 
     ただし、書類に不備等がある場合には、上記期日までに申請された場合でも、当該公表日に公表できないことが 
          あるので、注意してください。 

第１回： 
４月２０日〆５月１０日主査〆５月１５日公表 

第２回： 
４月２８日〆５月１９日主査〆５月２４日公表 

  ① 公募 

    ＳＩＩは、以下の期間に製品登録を公募します。 

 

    公募期間：平成２９年４月３日（火） ～ 平成３０年１月３１日（木） １７時必着 

    
  ② 蓄電システム製品登録申請書等の提出 

    蓄電システムの登録を希望するメーカーは、「蓄電システム製品登録申請書」及び添付書類を郵送にてＳＩＩに 

    提出してください。（Ｐ１８参照） 
 
   ※ 第１回公表日（５月１５日）に製品登録の公表を希望する場合は、４月２０日（木）１７時必着で申請書類がＳＩＩに到着 
      するよう送付してください。 
        第２回公表日（５月２４日）に製品登録の公表を希望する場合は、４月２８日（金）１７時必着で申請書類がＳＩＩに到着 
      するよう送付してください。 
      ただし、書類に不備等がある場合は、上記期日までに申請された場合でも、当該公表日に公表できないことが 
        あるので、注意してください。 
 

  ③ 登録対象の審査 

    ＳＩＩは、公募期間中に申請された蓄電システムについて、登録要件を満たしているか審査します。 

 

  ④ 審査結果の通知 

    ＳＩＩは、審査の結果、登録対象機器として承認した蓄電システムのメーカーに対して、審査結果通知を送付します。 

   

  ⑤ 対象製品の登録 

    ＳＩＩは、承認を受けた蓄電システムを、本事業のデータベースに登録します。 

    ただし、登録にあたっては条件をつける場合があります。 

   

  ⑥ 対象製品の公表 

    ＳＩＩでは、登録が完了した蓄電システムを、下記の期日に公表します。 
 

    第１回公表日 ： 平成２９年５月１５日（月） [４月２０日（木） １７時必着] 

 

    第２回公表日 ： 平成２９年５月２４日（水） [４月２８日（金） １７時必着] 

 

  ※ 第３回以降の公表については、随時ＳＩＩホームページで公開します。 

 

   （注１） 個別の問合せについては、一切、応じられません。 

   （注２） 登録申請からＳＩＩホームページに公表されるまでに約１か月必要となることを(申請書に不備が無かった場合) 

        念頭に置いて申請してください。 

2018/1/18 
アンフィニのように不備あり前提で申請書を
提出してくる可能性のあるメーカーに対して

のけん制 

【製品登録公募説明会について】 

本事業では、下記の日程で蓄電システム製品登録の公募説明会を実施いたします。 

東京会場：平成３０年４月６日（金） 

詳しくはＳＩＩホームページ（https://sii.or.jp/meti_zeh30/）をご覧ください。   
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ＳＩＩホームページでの公表項目 補足事項 

基
本
情
報 

□ 登録日 ・ＳＩＩホームページで対象製品を公表する日 

□ メーカー名 ・製品を製造・輸入等をし、自社の責任で販売するメーカーの名称 

□ 製品名 ・メーカーのカタログに記載されている製品名称 

□ パッケージ型番 
・構成機器（蓄電池部、電力変換装置等）の組合せごとに付番された 

 パッケージ型番 

□ ホームページ等のＵＲＬ ・対象製品の詳細が分かるメーカーのホームページＵＲＬ 

□ 問合せ窓口の電話番号 ・メーカーの対象製品の問合せ窓口の電話番号 

そ
の
他 

□ 定格出力（系統側） 
・自社の製品ホームページ、カタログ等に掲載されている値（認証書 

 に基づく系統側の定格出力値） 

□ 電力変換装置のタイプ ・「ハイブリッド」または「専用」 

□ 初期実効容量 
・ＪＥＭ規格で定義された算出方法により計算された値（計算値と計測  

 値の内、いずれか低い方） 

□ 蓄電容量 
・単電池の定格容量、単電池の公称電圧及び使用する単電池の数 
 の積で算出された値 

□ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格 
・ＡＰＰＥＮＤＩＸ  ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定のＲｅｌｅａｓｅ 

  バージョン 

□ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証 

・エコーネットコンソーシアムが規定するアプリケーション通信イン 

 ターフェイス仕様書に準拠した製品の仕様適合性認証（以下、 

 「ＡＩＦ認証」という）への準拠有無 

□ 保証年数※１ ・ＳＩＩに登録された保証年数 

（４） 公表内容 

  ＳＩＩは、登録された蓄電システムをホームページで公表します。 
  公表する内容は以下の通りとします。 

※１ 保証年数については、Ｐ７を参照してください。 

（注１） ＳＩＩが機器要件及び各基準について審査をした結果、対象製品として承認、登録した機器のみを公表します。 

19 
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 以下の提出書類をＳＩＩに送付してください。 
 又、追加登録時は「③企業登記簿謄本」の原本提出は不要とし、写しで可とします。 

２ -２ 
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提出書類 

◆提出書類にある　○：提出必須　該：該当する申請者のみ提出が必要 

1 提出書類チェックリスト ・書類 ○

2 蓄電システム登録申請書 ・書類（原本） ○

3 企業情報 ・自由書式 ○

4 企業登記簿謄本 ※１ ・書類 （初回のみ原本、以降は写しで可） ○

5 蓄電システム申請リスト ・データ（Ｅｘｃｅｌ形式） ○

6 システム概要 ※２ ・データ（Ｅｘｃｅｌ形式） ○

7 第三者認証証憑等
・書類（詳細は蓄電システム登録公募
         要領Ｐ●●～Ｐ●●を参照のこ
　　　　 と。）

○

8 ＯＥＭ等企業情報 ・データ（Ｅｘｃｅｌ形式） 　　該※３

9 ＯＥＭ等先との契約書又は覚書等の写し ・書類 　　該※３

10 保証書等の雛型 ※４ ・データ（Ｅｘｃｅｌ形式） ○

11 銘板サンプル ※４ ・データ（Ｅｘｃｅｌ形式） ○

12 取扱説明書 ・書類 　　○※５

13 製品仕様書 ・書類 　　○※５

14 社内体制図（トレーサビリティ）等 ※７ ・書類 ○

15
製品のカタログ又はＷｅｂカタログの表紙と該当製品が記載されてい
るページ

※８ ・書類 　　○※５

備考
※２　申請するパッケージ型番毎に提出すること。
※３　登録申請を行う申請者が自社で蓄電システムを製造等していない場合は提出すること。
※４　印字例を記載したものを提出すること。
※５　原則、取扱説明書、製品仕様書、カタログのいずれかに 「再生可能エネルギー蓄電モード（蓄電システム製品登録公募要領のＰ●●※２参照）」
　　　 の動作を説明する表記があること。
※６　社内体制を説明できる書類（自由形式）を申請書に添付すること。

平成２９年度　住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金

提出書類チェックリスト

Ｎｏ． 書　　類　　名 提　出　形　態 提出書類
提出書類
チェック欄

※１　企業登記簿謄本はいずれも申請日から３か月以内のものとする。

※７　カタログには、対象蓄電システムリストに入力したメーカー、型番が入ったページに付箋を貼り、内容を蛍光ペン等でマークを入れること。

No. 書類名 様式 備考 区分 作成例 

① 

蓄電システム製品登録申請書 
 
企業情報 
 
製品登録申請一覧表 

定型様式
７-６-１ 

― ● 
Ｐ３１ 
～ 

Ｐ３３ 

② 

蓄電システム技術情報一覧 
 
システム概要 
 
銘板サンプル・保証書等の雛形 

定型様式
１０-６ 

登録する製品が複数ある場合は、
申請するパッケージ型番毎に提出
すること 

● Ｐ３４ 
～ 

Ｐ３８ 

ＯＥＭ等企業情報 ○ 

③ 企業登記簿謄本（初回のみ原本、以降は写しでも可） ― 
企業登記簿謄本はいずれも申請日
から３か月以内のものとする 

● ― 

④ 社内体制図（トレーサビリティ）等 ― 
社内体制を説明できる書類（自由
形式）を提出すること 

● ― 

⑤ 

第
三
者
認
証
証
憑
等
（写
し
） 

性
能
及
び
表
示
基
準 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格認証書 

登録する製品が複数ある場合は、申請するパッケージ
型番毎に提出すること 
詳細はＰ２１を参照のこと 
（過去３年以内に認証を受けているもの） 

― 

第三者認証機関による個別の製品審査に合
格したことを証明する結果報告書等 

表示内容を証明する書類 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証書 

安
全
基
準 

ＪＩＳ製品認証書及び附属書（蓄電池部） 

ＪＩＳ製品認証書及び附属書（蓄電システム） 

第三者認証機関による製品審査に合格したこ
とを証明する震災対策基準確認書 

⑥ ＯＥＭ等先との契約書又は覚書等の写し ― 登録する製品が複数ある場合は、
申請するパッケージ型番毎に提出
すること 
各製品の性能※２が表示されている
ページに付箋を貼り、内容を蛍光
ペン等でマークを入れること 

○ ― 

⑦ 取扱説明書※１ ― ● ― 

⑧ 製品仕様書※１ ― ● ― 

⑨ 
製品のカタログ又はＷｅｂカタログの表紙と、該当製品が記
載されているページ※１ 

― 

カタログには、製品登録申請一覧
表に入力したメーカー、型番、及び
各製品の性能※２が表示されている
ページに付箋を貼り、内容を蛍光
ペン等でマークを入れること 

● ― 

⑩ 提出書類チェックリスト 
定型様式
５-６-１ 

― ● ― 

凡例 ●：提出必須 ○：登録申請を行う申請者が自社で蓄電システムを製造等していない場合は提出必須 
 

※１ 原則、取扱説明書、製品仕様書、カタログのいずれかに 「再生可能エネルギー蓄電モード」（Ｐ７参照）の動作を説 
   明する表記があること。 
 

※２ 初期実効容量、定格出力、出力可能時間、保有期間、廃棄方法、アフターサービス、外形寸法及び重量、修理保 
   証、再生可能蓄電モードを有することが確認できる表示、メーカー保証年数等を指します。（Ｐ７～Ｐ１０参照） 
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■第三者認証証憑等について 

第三者認証証憑等の提出書類の詳細は以下とします。 
 
（注１） 登録を行う申請者が自社で製造等していない場合、ＯＥＭ等先の第三者認証証憑等でも可とします。 
（注２） ＪＩＳ認証等は過去３年以内に認証（認証維持審査によるものを含む）を受けているものを提出してください。 

（注３） 登録対象機器の公表後～本事業の終了までにＪＩＳ認証等を更新した場合、更新された認証書及び、 

     附属書の写しを速やかにＳＩＩへ提出してください。 

 

登録する型番（パッケージ型番）ごとに以下の書類を提出してください。 

基準 規格等 区分 提出書類 

性能及び表示基準 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格 ● ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格認証書※１ 

蓄電容量、定格容量、定格出力に関して、一
定の基準を満たすこと。（Ｐ８参照） 

● 
第三者認証機関※２による個別の製
品審査に合格したことを証明する結
果報告書等 

初期実効容量、繰り返し充放電耐久性（サイク
ル耐久性）、出力可能時間、保有期間、修理
保証、廃棄方法、アフターサービス等につい
て、所定の表示がなされていること。 
（Ｐ８～Ｐ１０参照） 

● 左記内容を証明する書類 

ＡＩＦ認証 ○ ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証書 

安
全
基
準 

蓄電池部 ＪＩＳ規格製品 ＪＩＳ Ｃ ８７１５-２ ● ＪＩＳ製品認証書及び附属書※３ 

蓄電システム ＪＩＳ規格製品 
ＪＩＳ Ｃ ４４１２-１ 
又は 
ＪＩＳ Ｃ ４４１２-２※４ 

● ＪＩＳ製品認証書及び附属書※５ 

震災対策基準 

次の①又は②のいずれかが「蓄電システムの
震災対策基準」に準拠すること。（Ｐ１０参照） 
①単セル 
②蓄電システム 

● 
第三者認証機関※２による製品審査
に合格したことを証明する震災対策
基準確認書 

※１ 一般社団法人 エコーネットコンソーシアムが認定する認証機関であること。 

※２ 電気用品安全法 国内登録検査機関であること、且つ、ＩＥＣＥＥ－ＣＢ制度に基づく国内認証機関（ＮＣＢ）で 

   あること。 

※３ 平成２８年３月末までに、平成２６年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業の指定認証機関から 

   ｢ＳＢＡ Ｓ１１０１:２０１１（一般社団法人 電池工業会発行）とその解説書」に基づく検査基準による認証がなされて 

   いる機器の場合、同基準の認証書及び附属書でも可とします。 

※４ ＪＩＳ Ｃ ４４１２－２における要求事項の解釈等は「電気用品の技術基準の解釈 別表第八」に準拠すること。 

※５ 平成２８年３月末までに、平成２６年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業の指定認証機関から 

   「蓄電システムの一般及び安全要求事項」に基づく検査基準による認証がなされている機器の場合、同基準の 

   認証書及び附属書でも可とします。 

 

（注４） 提出書類が日本語以外の場合は、原則、日本語の解説書を添付してください。 

凡例 ●：提出必須の書類  ○：任意提出の書類 
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提出書類のファイリング方法 ２ -３ 

提出先及び問合せ先  ３ -５ 

提出先及び問合せ先はＰ４２を参照してください。 
（注）申請書類に不備・不足等がある場合は、原則、申請を受理しませんので、ご注意ください。 

＜ファイリング方法＞ 

原本の写しを控えとして
手元に必ず保管してくだ
さい。 

Ｐ２０「提出書類」に記載する順番
で書類を綴じ、「書類名」に順じて
インデックスを上下重ならないよう
に付けてください。 

固定式クリアポケットで２０
ページ以上のファイル 
（Ａ４）を使用してください。 

背表紙の上１/２程度のス
ペースを使って、「【Ｈ３０
年度】蓄電システム製品
登録申請書類」と明記し
てください。 

背表紙の下１/２程度の
スペースを使って、申請
者名（社名など）を明記し
てください。 表紙が無色透明なファイ

ルを使用してください。 

＜インデックスの付け方見本＞ 

●
●
●
●
株
式
会
社 

①
蓄
電
シ
ス
テ
ム 

製
品
登
録
申
請
書 

①
企
業
情
報 

①
製
品
登
録
申
請 

一
覧
表 

②
蓄
電 

提出先及び問合せ先はＰ●●を参照してください。 

【
Ｈ
30
年
度
】蓄
電
シ
ス
テ
ム
製
品
登
録
申
請
書
類 
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３章 蓄電システムの登録移行 

24 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

ＳＩＩホームページで対象製品の公表 
（第２回移行公表日） 

蓄電システムの登録移行 ３ 

 本事業では、申請者や市場に混乱を与えることなく、すみやかに対象機器の公表を行う観点から、「平成２９年度 ＺＥＨ 

 支援事業」にて登録を受け、且つ、本事業の登録対象に該当する蓄電システムについて、所定の手続きを行った上で 

 登録を認める「登録移行」を受付けます。 

 登録移行では新規登録を申請する際に必要となる書類の一部を省略することができます。 

登録移行の流れ  ３ -１ 

メーカー ＳＩＩ 

蓄
電
シ
ス
テ
ム
の
製
品
登
録
移
行
申
請 

 
 

① 

④ 

② 

登録移行の対象となる機器を確認 

 登録済み蓄電システムとして移行するためには、下記の手順で、ＳＩＩへ登録移行申請し、審査、承認を受け、 

 審査結果通知を受領することが必要となります。 

 

内容に変更あり 

審査 

承認 

蓄電システム製品 
登録移行申請書※１ 

の作成 

対象製品の登録 ⑥ 

⑤ 

メーカー ＳＩＩ 

審査結果通知の受領 

蓄
電
シ
ス
テ
ム
の
製
品
登
録
移
行
申
請 

定型様式「蓄電システム製品登録移行申
請書」「製品登録移行申請一覧表」を送付 

（Ｅｘｃｅｌデータをメールで送信） 

 
 

① 

④ 

② 

登録移行の対象となる機器を確認 

登録対象機器について本事業の 
登録要件を満たすことを確認 

審査 

承認 

蓄電システム登録移行申請書 
の作成 

③ 

審査結果通知の送付 

ＳＩＩホームページで 
対象製品の公表 

対象製品の登録 
⑥ 

⑦ 

⑤ 

登録移行申請書の提出 

内容に変更なし 

④ 
審査 

承認 

審査結果通知の受領 

対象製品の登録 

蓄電システム製品 
登録移行申請書※２ 

の作成 

審査結果通知の送付 ⑤ 

ＳＩＩホームページで対象製品の公表 
（第１回移行公表日） 
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定型様式 
「蓄電システム製品登録移行申請書」を送付
（Ｅｘｃｅｌデータをメールで送信） 

※１ 記入方法はＰ●のＡ.を参照。 

※２ 記入方法はＰ●のＢ.を参照。 

※３ 登録内容に変更を伴う場合は、変更届および 

   変更を証明する書類を同時に提出すること。 

登録移行申請書 
の提出 

③ 

③ 登録移行申請書の提出※３ 

審査結果通知の送付 審査結果通知の受領 

⑦ 

⑥ 

⑦ 
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  ① 登録移行の案内と移行期間 

    ＳＩＩは当該事業者へ、蓄電システム製品登録移行に必要な書類をメールで送付します。 

    なお、登録移行は以下の期間で受付けます。 

 

    第１回移行受付期間  ： 平成３０年４月 ５日（木） ～ 平成３０年４月１３日（金） １７時必着 

    第２回移行受付期間  ： 平成３０年４月１６日（月） ～ 平成３０年４月２７日（金） １７時必着 

 

  ② 移行対象の確認と必要書類の作成 

    登録移行を希望するメーカーは、ＳＩＩより送付されたメールの情報を確認し、移行受付期間内に登録移行申請書を 

    提出してください。（Ｐ２７参照） 

    製品の登録内容に変更がある場合、変更届とその内容を証明する添付書類を同時提出してください。なお、製品 

    仕様に影響のある変更については、登録移行ではなく新規の登録となりますので注意してください。（Ｐ１７参照） 

    登録移行の対象がない場合、書類の作成・送付は不要です。なお、廃番製品は、登録移行できません。 

 

    第１回１次移行公表日（４月２７日）[変更を伴わない製品のみ]又は第１回２次移行公表日（５月１１日）[変更を伴う製品 
    のみ]に製品登録の公表を希望する場合は、４月１３日（金）１７時必着で申請書類がＳＩＩに到着するよう送付してください。 
    第２回移行公表日（６月１日）に製品登録の公表を希望する場合は、４月２７日（金）１７時必着で申請書類がＳＩＩに 
    到着するよう送付してください。 
     ただし、書類に不備等がある場合は、上記期日までに申請された場合でも、当該公表日に公表できないことが 
        あるので、注意してください。 
     
  ③ 登録移行申請書の提出 

    ①に示した受付期間内に、登録移行申請書をＳＩＩに提出してください。  

     

   ④ 移行対象の審査 

    ＳＩＩは、移行期間中に申請された蓄電システムについて、登録要件を満たしているか審査します。 

   

  ⑤ 審査結果の通知 

    ＳＩＩは、審査の結果、登録対象機器として承認した蓄電システムのメーカーに対して、審査結果通知を送付します。 

 

  ⑥ 対象製品の登録 

    ＳＩＩは、承認を受けた蓄電システムを、本事業のデータベースに登録します。 

    ただし、登録にあたっては条件をつける場合があります。 

 

  ⑦ 対象製品の公表 

    ＳＩＩでは、登録が完了した蓄電システムを、下記の期日に公表します。 
 
    第１回１次移行公表日 ： 平成３０年４月２７日（金）  [４月１３日（金） １７時必着 （変更を伴わない製品のみ） ] 

    第１回２次移行公表日 ： 平成３０年５月１１日（金）  [４月１３日（金） １７時必着 （変更を伴う製品のみ） ] 

    第２回移行公表日    ： 平成３０年６月 １日（金）  [４月２７日（金） １７時必着] 

 

    第３回以降の公表については、随時ＳＩＩホームページで公開します。 

 

   （注１） 個別の問合せについては、一切、応じられません。 

   （注２） 登録申請からＳＩＩホームページに公表されるまでに約１か月必要となることを(申請書に不備が無かった場合) 

        念頭に置いて申請してください。 

   （注３） 登録後、過去２年間ＳＩＩが執行する補助事業に採用実績のない製品に関して、警告又は登録の取り消しを行 

        う場合があります。 

（１） 移行期間 

  ＳＩＩは、以下の期日に登録移行を受付けます。 
 
  移行期間： 平成２９年４月１０日（月） ～ 平成２９年４月２１日（金） １７時必着 
 

（２） 移行対象の審査と登録 
  ＳＩＩは、移行期間中に届いた登録移行申請内容について、審査を行い、登録要件を満たしている蓄電システムに 

  対して、ＳＩＩからメーカーに審査結果を通知します。 

 

（３） 公表スケジュール 
 

  ＳＩＩでは、審査が完了し、登録対象と認められた蓄電システムを、下記の期日に公表します。 
 

    公表日 ： 平成２９年５月１０日（水） 

 

  ① 登録移行の案内と移行期間 

    ＳＩＩは当該事業者へ、蓄電システム製品登録移行に必要な書類をメールで送付します。 

    なお、登録移行は以下の期間で受付けます。 

 

    第１回移行受付期間（変更を伴わない製品） ： 平成３０年４月５日（木） ～ 平成３０年４月１１日（水） １７時必着 

    第２回移行受付期間（変更有無を問わない） ： 平成３０年４月５日（木） ～ 平成３０年４月１９日（木） １７時必着 

 

  ② 移行対象の確認と必要書類の作成 

    登録移行を希望するメーカーは、ＳＩＩより送付された製品登録移行申請一覧表の情報を確認し、 

    本事業の登録要件を満たす蓄電システムを選定の上、登録移行に必要となる書類を作成してください。（Ｐ●参照） 

    登録内容に変更がある対象製品は、変更届と変更を証明する書類を同時提出してください。 

    登録移行の対象がない場合、書類の作成・送付は不要です。なお、廃番製品は、登録移行できません。 

 

     第１回移行公表日（４月１３日）に製品登録の公表を希望する場合は、４月１１日（水）１７時必着で申請書類がＳＩＩに 
     到着するよう送付してください。 
        第２回移行公表日（５月１８日）に製品登録の公表を希望する場合は、４月１９日（木）１７時必着で申請書類がＳＩＩに 
     到着するよう送付してください。 
      ただし、書類に不備等がある場合は、上記期日までに申請された場合でも、当該公表日に公表できないことが 
        あるので、注意してください。 
 

  ③ 登録移行申請書の提出 

    ①に示した受付期間内に、登録移行申請書をＳＩＩに提出してください。 

 

   ④ 移行対象の審査 

    ＳＩＩは、移行期間中に申請された蓄電システムについて、登録要件を満たしているか審査します。 

   

  ⑤ 審査結果の通知 

    ＳＩＩは、審査の結果、登録対象機器として承認した蓄電システムのメーカーに対して、審査結果通知を送付します。 

 

  ⑥ 対象製品の登録 

    ＳＩＩは、承認を受けた蓄電システムを、本事業のデータベースに登録します。 

    ただし、登録にあたっては条件をつける場合があります。 

 

  ⑦ 対象製品の公表 

    ＳＩＩでは、登録が完了した蓄電システムを、下記の期日に公表します。 
 
    第１回移行公表日（変更を伴わない製品） ： 平成３０年４月１３日（金） 

    第２回移行公表日（変更有無を問わない） ： 平成３０年５月１８日（金） 

 

   （注１）個別の問合せについては、一切、応じられません。 

   （注２）登録申請からＳＩＩホームページに公表されるまでに約１か月必要となることを(申請書に不備が無かった場合) 

       念頭に置いて申請してください。 

   （注３）登録後、過去２年間ＳＩＩが執行する補助事業に申請されていない製品に関して、警告又は登録の取り消しを行 

       う場合があります。 

   （注４）ＪＩＳ認証書等（Ｐ●（注２）参照）の期限が切れている製品は、更新された認証書及び、附属書の写しを、変更届 

       （Ｐ●参照）とともに提出すること。 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

No. 書類名 様式 備考 区分 

① 

蓄電システム製品登録移行申請書 
 
企業情報 
 
製品登録移行申請一覧表 

定型様式
７-６-２ 

― ● 

② 変更届 ― 
登録移行する製品に変更がある場合は、提
出すること（Ｐ４１参照） 

該 

③ 企業登記簿謄本（写し） ― 
企業登記簿謄本はいずれも申請日から３か
月以内のものとする 

● 

④ 

第
三
者
認
証
証
憑
等
（写
し
） 

性
能
及
び
表
示
基
準 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格認証書※１ 

登録移行する製品が複数ある場合は、 
申請するパッケージ型番毎に提出すること 
詳細はＰ２１を参照のこと 
（過去３年以内に認証を受けているもの） 
（変更のない製品においても、写しを提出のこと） 

第三者認証機関による個別の製品審査に合
格したことを証明する結果報告書等 

表示内容を証明する書類 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証書※１ 

安
全
基
準 

ＪＩＳ製品認証書及び附属書（蓄電池部） 

ＪＩＳ製品認証書及び附属書（蓄電システム） 

第三者認証機関による製品審査に合格したこ
とを証明する震災対策基準確認書 

⑤ ＯＥＭ等先との契約書又は覚書等の写し ― 登録する製品が複数ある場合は、申請する
パッケージ型番毎に提出すること 
各製品の性能※３が表示されているページに
付箋を貼り、内容を蛍光ペン等でマークを
入れること 

○ 

⑥ 取扱説明書※２ ― ● 

⑦ 製品仕様書※２ ― ● 

⑧ 
製品のカタログ又はＷｅｂカタログの表紙と該当製品が記
載されているページ※２ 

― 

カタログには、製品登録申請一覧表に入力
したメーカー、型番、及び各製品の性能※３

が表示されているページに付箋を貼り、内
容を蛍光ペン等でマークを入れること 

● 

⑨ 提出書類チェックリスト 
定型様式
５-６-２ 

― ● 

 
 

 以下の提出書類をＳＩＩに送付してください。 
 提出書類のファイリング方法はＰ２２＜ファイリング方法＞に準じて行ってください。 
 

書類名 提出形態 提出書類 

 提出書類チェックリスト  書類 ○ 

 蓄電システム登録移行申請書※１  書類（原本） ○ 

 企業情報  自由書式  ○ 

 企業登記簿謄本  書類 ○ 

 蓄電システム登録移行リスト  データ（Ｅｘｃｅｌ形式） ○ 

 第三者認証証憑等  書類 （写し）    ○※４ 

 ＯＥＭ等企業情報  データ（Ｅｘｃｅｌ形式）    該※５ 

 ＯＥＭ等先との契約書又は覚書等の写し  書類    該※５ 

 保証書等の雛型※６  書類    該※７ 

 銘板サンプル※６  書類    該※７ 

 取扱説明書※８  書類    該※７ 

 製品仕様書※８  書類    該※７ 

 製品のカタログ※８  書類    該※７ 

 登録済み蓄電システムの廃番・変更届  データ（Ｅｘｃｅｌ形式）     該※９ 

※１ 登録済みの情報に変更がある場合は、ＳＩＩへ相談すること。 

※２ Excelデータをメール送信すること。 

※３ 更新があった場合提出すること。 

※４ エコーネットコンソーシアムが認定する認証機関が発行したＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格認証書を提出すること。 

※５ 移行する蓄電システムについて、申請者が自社で製品を製造等していない場合は提出すること。 

※６ 印字例を記載したものを提出すること。 

※７ 平成２７年度補正予算 住宅省エネリノベーション促進事業費補助金で提出したものから変更・追加等が 

    あった場合のみ提出すること。 

※８ 移行する蓄電システムの「再生可能エネルギー蓄電モード」（Ｐ●●「登録後の公表」※２参照）の 

    動作を説明する箇所にマークをつけた取扱説明書、製品仕様書、製品のカタログ等を提出すること。 

※９ 登録済みの蓄電システムに廃番・変更がある場合は提出すること。 

３ -２ 登録移行に必要な書類 
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凡例 ●：提出必須 ○：移行する蓄電システムについて、申請者が自社で製品を製造等していない場合は提出必須 

    該：「平成２９年度 ＺＥＨ支援事業」で提出したものから変更・追加等があった場合のみ提出すること。 

No. 書類名 様式 備考 区分 

① 

蓄電システム製品登録移行申請書 
 
企業情報 
 
製品登録移行申請一覧表 

定型様式
１ 

― ● 

② 

蓄電システム技術情報一覧 
 
システム概要 
 
銘板サンプル・保証書等の雛形 

定型様式
２ 

登録移行する製品が複数ある場合は、申請
するパッケージ型番毎に提出すること 

● 

ＯＥＭ等企業情報 ○ 

③ 企業登記簿謄本（写し） ― 
企業登記簿謄本はいずれも申請日から３か
月以内のものとする 

● 

④ 

第
三
者
認
証
証
憑
等
（写
し
） 

性
能
及
び
表
示
基
準 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格認証書 

登録移行する製品が複数ある場合は、申請するパッケージ型番
毎に提出すること 
詳細はＰ１９を参照のこと 
（過去３年以内に認証を受けているもの） 

第三者認証機関による個別の製品審査に合
格したことを証明する結果報告書等 

表示内容を証明する書類 

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証書 

安
全
基
準 

ＪＩＳ製品認証書及び附属書（蓄電池部） 

ＪＩＳ製品認証書及び附属書（蓄電システム） 

第三者認証機関による製品審査に合格したこ
とを証明する震災対策基準確認書 

⑤ ＯＥＭ等先との契約書又は覚書等の写し ― 

登録移行する製品が複数ある場合は、申請
するパッケージ型番毎に提出すること 

○ 

⑥ 取扱説明書※ ― 該 

⑦ 製品仕様書※ ― 該 

⑧ 
製品のカタログ又はＷｅｂカタログの表紙と該当製品が記
載されているページ※ 

― 

カタログには、製品登録移行申請一覧表に
入力したメーカー、型番が入ったページに
付箋を貼り、内容を蛍光ペン等でマークを
入れること 

該 

⑨ 提出書類チェックリスト 
定型様式

３ 
― ● 

（注１） ＪＩＳ認証書等（Ｐ２１（注２）参照）の期限が切れている製品は、更新された認証書及び、附属書の写しを、変更届 

     とともに提出すること。 

 ※１ 「平成２９年度 ＺＥＨ支援事業」において、ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格情報またはその他認証情報（ＡＩＦ認証等）を 

    ファームアップ対応予定として登録している製品を、本事業に登録移行する場合は、必ず変更届にて移行時の 

    情報を届けてください。 

 ※２ 原則、取扱説明書、製品仕様書、カタログのいずれかに 「再生可能エネルギー蓄電モード」（Ｐ７参照）の動作を説 

    明する表記があること。 

 ※３ 初期実効容量、定格出力、出力可能時間、保有期間、廃棄方法、アフターサービス、外形寸法及び重量、修理保 

    証、再生可能蓄電モードを有することが確認できる表示、メーカー保証年数等を指します。（Ｐ７～Ｐ１０参照） 



４章 補助対象となる蓄電システム 
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平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 
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補助対象となる蓄電システム ４ 

補助金額及び上限額 ４ -１ 

 補助対象となる蓄電システムは、以下の全てを満たすものとなります。 
 

 ・ＳＩＩが本事業の補助対象製品として登録、公表した蓄電システムであること。 
 

 ・蓄電システムの導入価格（工事費除く）が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・蓄電システムの「導入目的」と「接続及び運用の要件」を満たすものであること。 

  ＜導入目的＞ 

  再生可能エネルギー・システムにより発電された電力の自家消費量を増加させる目的で導入される機器であること。 

  ＜接続及び運用の要件＞ 

  再生可能エネルギーの自家消費量を増加させるために、当該再生可能エネルギーを効果的に蓄電できるもの。 

  （非常用の電力確保を目的として限定的に再生可能エネルギーを蓄電するものは対象外） 
 

 ・導入する蓄電システムは新品であること。 

 

    ＳＩＩでは、本事業の補助対象となる蓄電システムの公募を一般公募に先駆けて開始し、審査のうえ、補助対象 
    機器一覧として登録、公表します。（蓄電システム登録済製品一覧：http://sii.or.jp/zeh29/battery/search） 
    蓄電システムの製品登録については、Ｐ３～Ｐ２０をご確認ください。 

    ※１ あらかじめ製品登録されている蓄電システムであること。 

    ※２ ＪＥＭ規格で定義された初期実効容量の内、計算値と計測値のいずれか低い方を適用し、補助額を算出します。 

       また、補助額計算上は初期実効容量の小数点第二位以下は切り捨てとします。 

    ※３ 蓄電システムの工事費は、補助対象外とします。   

保証年数※１ １０年 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年以上 

目標価格※２ 

（蓄電容量１ｋＷｈあたり） 
１５.０万円 １６.５万円 １８.０万円 １９.５万円 ２１.０万円 ２２.５万円 

補助金額及び上限額 ４ -１ 

 補助対象として採択されるＺＥＨに蓄電システム※１を導入する場合には、補助金額を以下のとおり加算します。 

 蓄電システム（「一般公募要領」Ｐ１４参照）の補助額： 初期実効容量※２１ｋＷｈ当たり４万円               

 蓄電システムの補助額上限 ： 補助対象経費※３の１／３または４０万円のいずれか低い金額 

補助対象となる蓄電システムの要件 ４ -２ 

    ※１ 目標価格を判定する保証年数は、ＳＩＩに登録された年数とする。 
       原則メーカーの保証年数（無償保証に限る）とする。当該機器製造事業者外の保証（販売店保証等）は含めない。 
       ただし、ＳＩＩが指定するサイクル試験結果から得られる性能年数とすることも認める。 
    ※２ 太陽光発電等の電力変換装置が蓄電システムの電力変換装置と一体型の蓄電システム（以下、「ハイブリッド」と 
               いう）の場合、目標価格との比較においてハイブリッド部分に係る経費分を控除することができる。 
         ハイブリッド部分に係る経費を切り分けられない場合、当該電力変換装置の定格出力（系統側）１ｋＷあたり１万円 
       を控除することができる。（定格出力の小数点第二位以下は切り捨てとします） 

 補助対象となる蓄電システムは、以下の全てを満たすものとなります。 
 

 ・ＳＩＩが本事業の補助対象製品として登録、公表した蓄電システムであること。 

 ・蓄電システムの導入価格（工事費除く）が、保証年数に応じて定められた目標価格以下の蓄電システムであること。 

 

 

 

 ・蓄電システムの「導入目的」と「接続及び運用の要件」を満たすものであること。 

  ＜導入目的＞ 

  再生可能エネルギー・システムにより発電された電力の自家消費量を増加させる目的で導入される機器であること。 

  ＜接続及び運用の要件＞ 

  再生可能エネルギーの自家消費量を増加させるために、当該再生可能エネルギーを効果的に蓄電できるもの。 

  （非常用の電力確保を目的として限定的に再生可能エネルギーを蓄電するものは対象外） 

 ・導入する蓄電システムは新品であること。 

 

保証年数※１ １０年 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年以上 

目標価格※２ 

（蓄電容量１ｋＷｈあたり） 
１２.０万円 １３.２万円 １４.４万円 １５.６万円 １６.８万円 １８.０万円 

本事業で補助対象として採択される住宅に蓄電システム※１を導入する場合には、補助金額を以下のとおり加算します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 ※１ あらかじめ製品登録されている蓄電システムであること。 
 ※２ ＪＥＭ規格で定義された初期実効容量の内、計算値と計測値のいずれか低い方を適用し、補助額を 
     算出します。また、補助額計算上は初期実効容量の小数点第二位以下は切り捨てとします。  
 ※３ 蓄電システムの工事費は、補助対象外とします。 
 ※４ 共用部に導入する場合については、「平成３０年度 高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション）実証事業」公募要領を 
     参照してください。 

補助対象となる蓄電システムの要件 ４ -２ 

ＳＩＩでは、本事業の補助対象となる蓄電システムの公募を一般公募に先駆けて開始し、審査のうえ、補助対象
機器一覧として登録、公表します。（蓄電システム登録済製品一覧：https://sii.or.jp/zeh/battery/search） 
蓄電システムの製品登録については、Ｐ５～Ｐ２２をご確認ください。 

    ※１ 目標価格を判定する保証年数は、ＳＩＩに登録された年数とする。 
       原則メーカーの保証年数（無償保証に限る）とする。当該機器製造事業者外の保証（販売店保証等）は含めない。 
       ただし、ＳＩＩが指定するサイクル試験結果から得られる性能年数とすることも認める。 
    ※２ 太陽光発電等の電力変換装置が蓄電システムの電力変換装置と一体型の蓄電システム（以下、「ハイブリッド」と 
               いう）の場合、目標価格との比較においてハイブリッド部分に係る経費分を控除することができる。 
         ハイブリッド部分に係る経費を切り分けられない場合、当該電力変換装置の定格出力（系統側）１ｋＷあたり１万円 
       を控除することができる。（定格出力の小数点第二位以下は切り捨てとします） 

  （注１） 「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」で「選択要件」として「高度エネルギーマネジメント」を選択する事業に蓄電シス 
      テムを導入する場合は、ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証を取得し、且つ、ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト 
      詳細規定がＲｅｌｅａｓｅＨ以降に準拠している蓄電システムを導入することが要件となるので注意すること。 

事業名 補助額 補助額上限 

本
事
業 

平成３０年度  
ＺＥＨ＋実証事業 

初期実効容量※２ 

１ｋＷｈあたり３万円 

補助対象経費※３の１／３または４５万円のいずれか低い金額 

平成３０年度  
戸建分譲ＺＥＨ実証事業 

「平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業」の交付要件を満たす住宅に 
蓄電システムを導入する場合、 
補助対象経費※３の１／３または４５万円のいずれか低い金額 

「平成３０年度 ＺＥＨ支援事業」の交付要件を満たす住宅に 
蓄電システムを導入する場合、 
補助対象経費※３の１／３または３０万円のいずれか低い金額 

平成３０年度  
高層ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション） 

実証事業 

専有部に導入する場合※４、 
初期実効容量※２ 

１ｋＷｈあたり３万円 

専有部に導入する場合※４、 
補助対象経費※３の１／３または３０万円のいずれか低い金額 

連
携
事
業 

平成３０年度  
ＺＥＨ支援事業 

初期実効容量※２ 

１ｋＷｈあたり３万円 
補助対象経費※３の１／３または３０万円のいずれか低い金額 

【表し方要検討】 
・専有部の蓄電システム設備費は製品登録が必須？ 
・共用部の蓄電システム設備費は製品登録の有無を問わない（※１との整合性がくずれる） 
・蓄電システム単体ではなくマンション全体で補助率と上限額が設定される 

補助対象経費区分 項目 

設 計 費  
補助事業に必要な建築設計、設備設計等の実施設計費、 
建築物省エネ法第７条に基づく第三者評価機関による認証(Ｚ
ＥＨ oriented以上)を受けるために必要な費用 

設 備
費  

専有
部 

Ｐ●に（４）の表にかかる設備費用 

共用
部 

補助対象システム・機器及び当該システム・機器の導入に必要
な機械装置・建築材料・計測装置等の購入に要する経費 
（ただし、当該事業に係わる土地の取得及び賃借料を除く） 

工 事 費  補助対象システム・機器の導入に不可欠な工事に要する経費 

＜各補助事業における蓄電システムの補助額と上限＞ 

（本事業の交付申請については、「一般公募要領」を必ず参照してください） 



５章 蓄電システム製品登録申請書 
 及び、添付書類の記入例 
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平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

平成

一般社団法人　環境共創イニシアチブ

　代　表　理　事　　　赤池　学　殿

郵便番号

住　  所

会 社 名

支 店 名

代表者名等

○○○ -

定型様式７-６-１　（ １ / ３ ）

平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金

（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）

蓄電システム製品登録申請書

標記の件について、添付の通り製品登録申請します。

登

録

印
代表取締役社長　○○　○○

○30

○○○○

○○県○○市○○町　○○丁目○○番地○○号

○○○○○株式会社

○○支店

登録申請
代表者

日○月年
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【定型様式７-６-１ （１/３）】 

登録印であること 

メーカー情報を記入 

申請する日付を記入 

蓄電システム製品登録申請書及び、提出書類の記入例 ５ 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

※ＯＥＭ等の製品を登録申請する場合は、別紙の『ＯＥＭ等企業情報』を提出すること。
※ＳＩＩからの通知物等の送付や連絡は、基本的に「連絡担当者」へ行う。

建物名・部屋番号（部屋番号は必ずご記入ください）

○○号

電話番号 （ ○○ ） ○○○○
○○○○

ＦＡＸ番号 （ ○○ ）

）

○○○○ － ○○○○

－

連
絡
担
当
者

会社名 ○○○○○株式会社 所　属 ○○

担当者 ○○　○○ E-mail

電話番号

○○○

○○ ） ○○○○ － ○○○○ ＦＡＸ番号 （ ○○

○○○ － ○○○○

○○ 都 ○○

住　所

〒

市 ○○町　○○丁目○○番

定型様式７-６-１　（ ２ / ３ ）

○○○ － ○○○○

○○ 都 ○○

企 業 情 報

） ○○○○

○○○○○○ ＠

住　所

建物名・部屋番号（部屋番号は必ずご記入ください）

○○号

（

代
表
情
報

会社名 ○○○○○株式会社
メーカー
コード L 99

－ ○○○○

〒

○○○○
緊急連絡先
（携帯等）

（

○○○○.○○.○○

区 ○○町　○○丁目○○番

○○○○ －
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 ・担当者は問合せ等で確実に対応できる実務担当が望ましい 
 ・電子メールが使用可能な場合は必ず電子メールアドレスを記入 
 ・緊急時に連絡が取れる連絡先を記入 

 ・担当者は問合せ等で確実に対応できる実務担当が望ましい 
 ・電子メールが使用可能な場合は必ず電子メールアドレスを記入 
 ・緊急時に連絡が取れる連絡先を記入 
 

都道府県を選択 

都道府県を選択 

市区町村を選択 

市区町村を選択 

自動入力 

【定型様式７-６-１ （２/３）】 

メーカーコードを記入 

 ・担当者は問合せ等で確実に対応できる実務担当が望ましい 
 ・電子メールが使用可能な場合は必ず電子メールアドレスを記入 
 ・緊急時に連絡が取れる連絡先を記入 
 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

ＡＡＡＡＡ

L99

L99

L99

L99

L99

蓄電システム４

L99

L99

L99

L99

L99

L99

L99

蓄電システム３

4

L99

■ 申請するメーカーの情報

1 蓄電システム１

蓄電システム２2

L99

L99

L99

L99

定型様式７-６-１　（ ３ / ３ ）

■ 申請蓄電システム一覧

製品登録申請一覧表

製 品 名 パッケージ型番申請No.

L99

3

○○○○○株式会社
メーカー
コード L 99

ＢＢＢＢＢ

ＣＣＣＣＣ

ＤＤＤＤＤ

会 社 名

L99

L99

L99

L99

L99

L99

L99

33 

自動入力 

自動入力 

定型様式１０－６ 蓄電システ
ム技術情報一覧と紐づく申請
Ｎｏ．を記入してください 

自動入力 

【定型様式７-６-１ （３/３）】 

定型様式１０－６ 蓄電システム
技術情報一覧と紐づくパッケー
ジ型番を記入してください 

定型様式１０－６ 蓄電システム技
術情報一覧と紐づく製品名を記入
してください 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

※ 申請するパッケージ型番毎に提出すること。

※

注1

注1

※

※

※

※

「※」がある項目は、ＳＩＩホームページで公表される情報です。

自社/ＯＥＭ/部品購入　区分

注1　認証日より3年以上経過している場合に要記入。確認書類として認証機関のホームページ画面コピーを添付してください。

セル数[個]

確認取得企業

7.2

震災対策基準確認書

単電池釘刺し・圧壊

蓄電池容量①：単電池の定格容量、公称電圧、セルの数の積で算出される値（小数点第二位以下を切り捨て）。

ＡＡＡ１２３４５６７８９

製造工場（事業所）

認証取得企業

蓄電池容量②：自社の製品ホームページ、カタログ等に掲載されている値。

■ 蓄電システム

１２３４-Ｃ９９９９-１１１１

○○機関

2,000

○○○○株式会社

第三者認証　　/　　自社試験

○○○○○株式会社　○○工場

自社　　/　　ＯＥＭ　　/　　部品購入自社/ＯＥＭ/部品購入　区分

○○○○株式会社　○○工場

蓄電池部名（単セル）

蓄電池部型番（単セル型番）

※登録申請者

蓄電池部情報

確認日

認証機関

単電池の定格容量[Ah]

確認証取得企業

自社/ＯＥＭ　区分

安全基準

試験方法

工場審査有効期限

認証機関

確認書類名

確認日

認証機関

認証日

注2　2,000サイクル以上の認証情報がある場合は、その内容を記載してください。

第三者認証　　/　　自社試験

自社　　/　　ＯＥＭ　　/　　部品購入

8,000

40

蓄電システム補助対象基準確認書

本事業で適用する初期実効容量[kWh]

認証機関

電力変換装置のタイプ

蓄電池部型番（単セル型番）

蓄電池容量①（計算値）[kWh]

ハイブリッド　　/　　専用

認証取得企業

公称電圧（単セル）[V]

自社　　/　　ＯＥＭ

6.5

安全基準

製造工場（事業所）

定型様式１０-６　（ １ / ５ ）

蓄電システム技術情報一覧

申請No.

工場審査有効期限

ＡＡＡ０００１ＢＢＢ

製 品 名

1

１２３４-Ｃ９９９９-１１１１

○○○○株式会社

■ 蓄電池部

○○機関

2018年4月1日

2019年4月1日

認証番号

認証日

※

リチウムイオン蓄電システム

ＡＢＣ０１

○○○○○株式会社

蓄電システム情報

○○機関

6.3

初期実効容量（ＪＥＭ 1511）
6.3

確認書類名

初期実効容量[kWh]

試験分類

定格出力（系統側）[kW]

2018年4月1日

サイクル耐久性
情報

2,000サイクル
まで

（注2）

3,650サイクル
以上

認証サイクル数[サイクル]

長期サイクル数（3,650 以上）[サイクル]

○○○○株式会社

2018年4月1日

実測　　/　　算出

第三者認証/自社試験　区分

ＡＡＡ１２３４５６７８９

蓄電システム型番

2019年4月1日

ＡＡＡ０００１ＢＢＢ

認証番号

保持容量[％] 60

2.0

ＡＡＡ０００１ＢＢＢ

第三者認証/自社試験　区分

7.0

パッケージ型番

メーカーコード

Ｌ９９ ＡＡＡ０００１ＢＢＢ

計測値

計算値

50

震災対策基準確認書

2018年4月1日

注1　認証日より3年以上経過している場合に要記入。確認書類として認証機関のホームページ画面コピーを添付してください。

○○機関

○○○○株式会社

性能品質基準

3.77

蓄電池容量②（カタログ公開値）[kWh]

1 リチウムイオン蓄電システム ＢＭ－１２３４５６７８９ 蓄電モジュール 40 Ah 3.6 V 7.2 kWh 7 kWh 6 kWh

2 Ah V kWh kWh kWh

3 Ah V kWh kWh kWh

4 Ah V kWh kWh kWh

5 Ah V kWh kWh kWh

蓄電池部名
※①

単電池の定格容量蓄電池部型番
●※②

蓄電池部情報　※２

●公称電圧
●※③

蓄電容量
申請
No.

● 製品名（カタログ記載の製品名）　※１

ＡＡＡ０００１ＢＢＢ 10 年 10 年 1000 W 50 個 Release H ＥＣ－１２３４５６７８９ XX-000000 年 月 無

年 年 W 個 年 月

年 年 W 個 年 月

年 年 W 個 年 月

年 年 W 個 年 月

●サイクル試験
性能年数

●メーカー
保証年数

ECHONET Lite規格　※４

●定格出力 ●Releaseバージョン 認証登録番号セル数
認証製品又は部品

の型番（品番）
蓄電システム型番

Release H
ファームアップ対応時期

●一体型ＰＣＳ
有無
※５

蓄電システム情報　※３

34 

【定型様式１０-６ （１/５） 】 

＊１ 株式会社、有限会社等で統一すること。 （株）（有）等の省略をしないこと。 

（注１）計算式や関数での入力は行わないこと。 
（注２）環境依存文字（㈱やローマ数字）は、使用しないこと。 
    ローマ数字を使用する際は、それぞれ以下のアルファベットに置き換えること。 
     例：【 Ⅰ→I（アイ）  Ⅱ→ＩＩ（アイアイ）  Ⅴ→Ｖ（ブイ）  Ⅹ→Ｘ（エックス） 】 
（注３）赤色になるセルは全て入力すること。 

 各項目の先頭に“●”がある項目は、 
 ＳＩＩホームページにて公表 

・製品名： 
自社のカタログ記載の製品名を入力す
ること。  
・パッケージ型番： 
構成機器（蓄電池部、電力変換装置
等）の組合せごとにパッケージ型番を付
番すること。 
 
■ 蓄電池部 
・蓄電池部型番： 
電池部の型番は蓄電池部の認証書に
記載されている型番であること。 
・単電池の定格容量： 
「ＪＩＳ Ｃ ８７１５－１」で定められた方法に
より、単電池の定格容量を指定すること。
（定格容量の単位はＡｈとする） 
 
■ 蓄電システム 
・蓄電システム型番： 
認証書に記載されている型番であること。 
・公称電圧： 
単電池の電圧を指定、又は同定する為
に用いられる適切な電圧値を指定する
こと。 
・電力変換装置のタイプ： 
太陽光発電等の電力変換装置が蓄電
システムの電力変換装置と「ハイブリッ
ド」か「専用」か選択すること。 
・本事業で適用する初期実効容量： 
ＪＥＭ規格で定義された算出方法により

計算された値。（計算値と計測値の内、

いずれか低い方） 

（算出については、一般社団法人日本

電機工業会 日本電機工業会規格「ＪＥ

Ｍ １５１１ 低圧蓄電システムの初期実

効容量算出方法」を参照してください） 

・蓄電池容量①（計算値）： 
単電池の定格容量、公称電圧、セルの
数の積で算出される値。（小数点第二
位以下は切り捨て） 
・蓄電池容量②（カタログ公開値）： 
自社の製品ホームページ、カタログ等
に掲載されている値。 
・試験分類： 
蓄電システムの震災対策試験分類を記
入すること。  

再生可能エネルギー蓄電モード　※８

セル ＡＩＦ認証 ｘｘｘｘ 年 ｘｘ 月 製品仕様書 ＡＡＡ０００１ＢＢＢ オープン価格 000 - 000 - 0000 http://www.000001

年 月 - -

年 月 - -

年 月 - -

年 月 - -

申請者等からの
問合せ窓口の電話番号

●認証名

その他取得している認証　※７
●震災対策
基準種別

※６ 製品情報が確認できる
ホームページ等のＵＲＬ

有することを確認できる書類名ファームアップ対応時期

● パッケージ型番
※９

メーカー希望
小売価格

※１０

● メーカー情報　※１１

認証登録番号

申請するパッケージ型番ごとに提出すること 
複数のパッケージ型番の入力は不可とする 

メーカー名を記入 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

※

※

※

※

※

「※」がある項目は、ＳＩＩホームページで公表される情報です。

保証年数情報

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証情報

製品情報が確認できるホームページ等のＵＲＬ

申請者等からの問合せ窓口の電話番号

取得区分

認証番号

認証取得企業

http://www.000001

■ メーカー情報

自社/ＯＥＭ　区分

ＡＡＡ０００１ＢＢＢ

○○機関

認証取得企業

メーカー保証年数（無償）

Ｒｅｌｅａｓｅバージョン

■ 保証年数

サイクル試験による性能年数

メーカー希望小売価格[円]

認証機関

認証番号

○○○○株式会社

自社　　/　　ＯＥＭ

■ ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証

製品仕様書

○○○○株式会社

オープン価格

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格情報

■ その他

10年

１２３４-Ｃ９９９９-１１１１

10年

Ｇ

認証製品又は部品の型番（品番）

自社/ＯＥＭ　区分

定型様式１０-６　（ ２ / ５ ）

１２３４-Ｃ９９９９-１１１１

有　　/　　無

ＳＩＩに登録する保証年数

再生可能蓄電モードを有することが確認できる書類名

10年

自社　　/　　ＯＥＭ

○○-○○○○-○○○○

■ ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格

35 

■ ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格 
・認証製品又は部品の型番（品番）： 
登録製品に含まれ、ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規
格の認証を受けていること。 
・Ｒｅｌｅａｓｅバージョン： 
ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェ
クト詳細規定のＲｅｌｅａｓｅバージョンを記入
すること。 
 
■ ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ ＡＩＦ認証 
・認証番号： 
ＡＩＦ認証を取得している場合は、認証番
号を記入すること。 
 
■ 保証年数 
・メーカー保証年数： 
メーカーが定めた保証年数（無償保証に
限る）を記入すること。（当該メーカー以外
の保証（販売店保証等）は含みません） 
・サイクル試験による性能年数： 
サイクル試験結果から得られる性能年数を
記入すること。 
・ＳＩＩに登録する保証年数： 
ＳＩＩホームページで公表する保証年数を記
入すること。 
 
■ その他 
・メーカー希望小売価格： 
金額又は「オープン価格」と記入すること。 
 
■ メーカー情報 
・申請者等からの問合せ窓口の電話番号： 
公表不要の場合は空欄で可。 

【定型様式１０-６ （２/５） 】 

※

※

※

※

※

※

「※」がある項目は、ＳＩＩホームページで公表される情報です。

ＳＩＩに登録する保証年数

再生可能蓄電モードを有することが確認できる書類名

メーカー希望小売価格[円]

認証機関

認証番号

認証取得企業

自社/ＯＥＭ　区分

メーカー保証年数（無償）

Ｒｅｌｅａｓｅバージョン（登録時点）

認証製品又は部品の型番（品番）

製品情報が確認できるホームページ等のＵＲＬ

申請者等からの問合せ窓口の電話番号

ファームアップ対応時期・
対応後バージョン

認証の種類

認証番号

認証取得企業

保証年数情報

その他認証情報（AIF認証等）

■ 保証年数

サイクル試験による性能年数

自社/ＯＥＭ　区分

ＡＡＡ０００１ＢＢＢ

○○機関

■ その他認証

製品仕様書

○○○○株式会社

○○○○株式会社

自社　　/　　ＯＥＭ

http://www.000001

平成29年8月1日・Ｈ

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格情報

自社　　/　　ＯＥＭ

■ その他

１０年

１２３４-Ｃ９９９９-１１１１

１０年

オープン価格

■ メーカー情報

Ｇ

１０年

１２３４-Ｃ９９９９-１１１１

ＡＩＦ認証

蓄電システム製品登録申請書　定型様式２　（ ２ / ５ ）

○○-○○○○-○○○○

■ ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

配線系統図欄に収まらない場合は、別途用紙（最大A3サイズ）を作成し提出すること。

パッケージ型番

メーカーコード

Ｌ９９ ＡＡＡ０００１ＢＢＢ
1

パワーコンディショナー

ＡＡＡ

※　系統連系等、ECHONET Lite対応、太陽光発電システム連携がある場合は、接続先までの範囲を記入すること。

■ 蓄電システム配線系統図

型 番 用 途

０００１

リチウムイオン電池ユニット1

■ パッケージ型番構成品情報

申請No. 製 品 名

5

※　対象となる蓄電システムのパッケージ型番に含まれる範囲は朱書きすること。

■ 申請蓄電システム

ＢＢＢ 蓄電システム制御装置

リチウムイオン蓄電システム

定型様式１０-６　（ ３ / ５ ）

No.

2

4

3

システム概要

※ 申請するパッケージ型番毎に提出すること。

月

用途

29

リチウムイオン電池ユニット

平成

1

蓄電システム

平成２９年度　住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金

年

申請No. パッケージ型番

■　パッケージ型番構成品情報

○ 日○

０００１

型番

■　申請蓄電システム

ＡＡＡ０００１ＢＢＢ

2 パワーコンディショナー

配線系統図欄に収まらない場合は、別途用紙（最大A3サイズ）を作成し提出すること。

システム概要

5

製品名

1

No.

※　系統連系等、ECHONET Lite対応、太陽光発電システム連携がある場合は、接続先までの範囲を記入すること。

3 ＢＢＢ 蓄電システム制御装置

4

リチウムイオン蓄電システム

ＡＡＡ

■　蓄電システム配線系統図

※　対象となる蓄電システムのパッケージ型番に含まれる範囲は朱書きすること。
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【定型様式１０-６ （３/５） 】  

自動入力 自動入力 自動入力 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

銘板サンプル

保証書等の雛型

※　パッケージ型番・製造番号・機器製造事業者名が印字される箇所にマークを入れること。

※　パッケージ型番・製造番号・機器製造事業者名が打刻される箇所にマークを入れること。

銘板サンプル・保証書等の雛型

定型様式１０-６　（ ４ / ５ ）

申請No. 製 品 名

メーカーコード

Ｌ９９ ＡＡＡ０００１ＢＢＢ
1 リチウムイオン蓄電システム

パッケージ型番

※
 パ

ッ
ケ

ー
ジ

型
番

毎
に

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

が
異

な
る

場
合

は
、

そ
れ

ぞ
れ

提
出

す
る

こ
と

。

平
成

２
９
年

度
　
住

宅
・
ビ

ル
の

革
新

的
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
技

術
導

入
促

進
事

業
費

補
助

金

※
　

パ
ッ

ケ
ー

ジ
型

番
・
製

造
番

号
・
機

器
製

造
事

業
者

名
が

印
字

さ
れ

る
箇

所
に

マ
ー

ク
を

入
れ

る
こ

と
。

※
　

パ
ッ

ケ
ー

ジ
型

番
・
製

造
番

号
・
機

器
製

造
事

業
者

名
が

打
刻

さ
れ

る
箇

所
に

マ
ー

ク
を

入
れ

る
こ

と
。

株
式

会
社

蓄
電

シ
ス

テ
ム

リ
チ

ウ
ム

イ
オ

ン
蓄

電
シ

ス
テ

ム

銘
板

サ
ン

プ
ル

日

対
象

パ
ッ

ケ
ー

ジ
型

番

2
9

保
証

書
等

の
雛

型

○

製
品

名

蓄
電

シ
ス

テ
ム

会
社

名

月

Ａ
Ｂ

Ｃ
－

１
２

３
４

５

保
証

書
等

の
雛

型
・

銘
板

サ
ン

プ
ル

年
○

平
成
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【定型様式１０-６ （４/５）】 

同じフォーマットを使用する製品が複数ある場合は、 
該当するパッケージ型番を全て記入すること 

保証書 

 株式会社 蓄電システム 

  ○○県○○市・・・・ 
印 

【品名】 リチウムイオン蓄電システム 

【型式】 AAA0001BBB 

【製造番号】 123456789 

【保証期間】 お引渡し日から○年間 

【お客様】 
お名前：○○ ○○様 
ご住所：○○県○○市・・・・ 

【販売店】 
店名：○○○○ 
住所：○○県○○市・・・・・ 

お引渡し年月日：平成○年○月○日 

印 

＜扱者印＞ 

パッケージ型番・製造番号・機器製造事業者名
が印字される箇所にマークを入れること 

株式会社 蓄電システム 

品   名 リチウムイオン蓄電システム 

型   式 AAA0001BBB 

製造番号 123456789 

パッケージ型番・製造番号・機器製造事業者名が 
印字される箇所にマークを入れること 

パッケージ型番・製造番号・機器製造事業者名が 
印字される箇所にマークを入れること 

自動入力 
自動入力 

自動入力 

【構成品情報】 

・ＡＡＡ 
・ＢＢＢ 
・ＣＣＣ 

012345 
678910 
121212 

リチウムイオン電池ユニット 
パワーコンディショナ 
蓄電システム制御装置 

修正あり 

必ず、保証書又は出荷証明書の 
いずれかに発行社印を押印すること
（電子印でも可） 

パッケージ型番を構成する全ての
機器の型番及び製造番号を記載
すること 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

■ 申請するメーカーの情報

■ 蓄電システムのＯＥＭ等先の情報

※ １シート１パッケージ型番の情報のみ記入すること。
   複数の製品がある場合はシートをコピーして該当型番の数分提出すること。
※ ＯＥＭ等企業情報は蓄電システム本体がＯＥＭ商品であるものを対象とします。
　 システムを構成するパーツのＯＥＭ情報は不要です。
※ 自社で製造等している場合は、ＯＥＭ等先の情報は空白とすること。
※ 海外企業の場合の企業情報の書き方については別途ＳＩＩへ連絡すること。

会社名 ○○○○○株式会社 支店名 ○○支店

ＡＡＡ０００１ＢＢＢ

会 社 名 ○○○○○株式会社
メーカー
コード Ｌ９９

定型様式１０-６　（ ５ / ５ ）

ＯＥＭ等企業情報
※ 『ＯＥＭ等企業情報』は必要の場合のみ提出すること。

パッケージ型番

所　属 ○○

○○○○ ＦＡＸ番号

○○ 都 ○○

－

市

担当者氏名

住　所

〒 ○○○ － ○○○○

○○町　○○丁目○○番

建物名・部屋番号（部屋番号は必ずご記入ください）

○○○○マンション　○○号

○○　○○

＠ ○○○○.○○.○○

－ ○○○○

携帯電話番号 ( ○○○ )

Ｅ-ＭＡＩＬ ○○○○○○

) ○○○○

○○○○ － ○○○○

(電話番号 ( ○○ ) ○○○○ ○○

■申請するメーカーの情報

代表情報

■蓄電池部のＯＥＭ等先の情報

■蓄電システムのＯＥＭ等先の情報

■ECHONET Lite機器部のＯＥＭ等先の情報

※　１シート１パッケージ型番の情報のみ記入すること。複数の製品がある場合はシートをコピーして該当型番の数分提出すること。

※　自社で製造等している場合は、ＯＥＭ等先の情報は空白とすること。

※　蓄電池部、蓄電システム部、ECHONET Lite機器部ＯＥＭ等先の情報が同様の場合も省略せず記入すること。

※　海外企業の場合の企業情報の書き方については別途ＳＩＩへ連絡すること。

       ○○○○○株式会社

電話番号 ）

ＦＡＸ番号 （ ）

）

区

建物名・部屋番号（部屋番号は必ずご記入ください）

－

（ －

〒 －

都

＠

ＦＡＸ番号

緊急連絡先
（携帯等）

（

○○ ）

Ｏ
Ｅ
Ｍ
等

会社名 所　属

担当者 E-mail

住　所

－

○○○○ －

（

○○○○

○○○○
緊急連絡先
（携帯等）

○○○○ －

○○○ ） ○○○○

区 ○○町　○○丁目○○番
建物名・部屋番号（部屋番号は必ずご記入ください）

○○○○マンション　○○号

－ ○○○○
（

住　所

〒 ○○○ －

月

Ｏ
Ｅ
Ｍ
等

会社名 ○○○○○株式会社 所　属 ○○

電話番号 （ ○○ ）

○○○○

○○ 都 ○○

＠ ○○○○.○○.○○

○
蓄電システム

担当者 ○○　○○ E-mail ○○○○○○

会社名

都 区

－

○ 日

平成２９年度　住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金

ＯＥＭ等企業情報

平成 29 年

パッケージ型番 ＡＡＡ０００１ＢＢＢ

Ｏ
Ｅ
Ｍ
等

会社名

担当者

所　属

E-mail ＠

〒

）

電話番号 （ ）

住　所

（ －

建物名・部屋番号（部屋番号は必ずご記入ください）

－

緊急連絡先
（携帯等）

ＦＡＸ番号 （ ）

－
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【定型様式１０-６ （５/５） 】 

対象蓄電システムを購入し、自社の責任で販売する事業者は、ＯＥＭ等企業情報（製品を製造する企業の情報）と
ＯＥＭ等先との契約書又は覚書等の写しを提出してください。登録完了後に、ＯＥＭ等企業情報を追加登録する場
合は、提出済みの蓄電システム製品登録申請書の書類一式とともに送付してください。 

都道府県を選択 

市区町村を選択 

複数のパッケージ型番の入力は不可とする 
 ※パッケージ型番が変わるごとにシートを 
   コピーしてそれぞれ提出すること 

・合せて提出する契約書や覚書等の写しと整合性をとること 
・自社で製造等している場合は、ＯＥＭ等先の情報は空白とすること  

合せて提出する契約書や覚書等の写しと整合性をとること 





６章 その他書類 

40 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

平成

【変更の内容】　
■ 変更する項目にチェックを入れ、変更内容について詳細を記載すること。

    変更内容は登録したパッケージ型番ごとに作成し、変更前後で内容が分かるよう具体的に明記すること。

【追加（削除）の内容】　
■ 追加（削除）する項目にチェックを入れ、追加（削除）内容について詳細を記載すること。

    追加（削除）内容は登録したパッケージ型番ごとに作成し、追加（削除）前後で内容が分かるよう具体的に明記すること。

※1 別途、提出済みの蓄電システム製品登録申請書の書類一式と、別紙の『ＯＥＭ等企業情報』を

     　あわせて提出すること。

□

メーカーコード Ｌ99

担当者：○○　○○

所属：○○

Ｅ-ｍａｉｌ：○○＠○○.○○.○○

担当者：△△　△△

所属：△△

Ｅ-ｍａｉｌ：△△＠△△.△△.△△
―

その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

リンク先URL

パッケージ型番

□

ＯＥＭ等の企業情報　※1

企業情報

DXYZ011PE

（住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）

ＯＥＭ等の情報

その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

ＯＥＭ等企業情報

1

2

3

4

5

ＯＥＭ等の企業の削除

変更を証明する書類/該当箇所変更後変更前

□

□

○○○○○株式会社

□

ＯＥＭ等の企業の追加

その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

No

□

□

○

□ 代表情報 □

会社名

蓄電システム製品登録変更届

登録製品の関連情報

（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）

□

連絡担当者

30

製品名

日年 ○ 月

平成３０年度 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金

✓
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■ 記入例 

変更届は、ＳＩＩに蓄電システムが登録された後に登録内容等（ファームアップ含む）に変更が生じた際、提出してください。 

・変更前後の内容を簡潔に記入 
・変更内容に応じて、別紙必要書類を 
 提出すること 

提出日を記入 

メーカー名を記入 

修正内容を選択する 

追加（削除）の場合は
こちらに記入 

その他書類 ６ 

英大文字半角ならびに数字半角 

【変更届】 

メーカーコードを
記入 



平成３０年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

【提出先】 
 

 〒１０４-００６１ 

 東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ 
 『平成３０年度 ＺＥＨ＋実証事業』 
 蓄電システム製品登録申請係 
 
 ※「蓄電システム製品登録申請書在中」と必ず記入してください。 
 
【発送の注意事項】 
  
 ※提出先に間違いがある場合は受理できないので注意してください。 
 ※ＳＩＩから連絡担当者に対して申請書を受け取った旨の連絡はいたしません。 
   配送状況が確認できる手段（簡易書留等）で送付してください。 
 ※連絡担当者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に該当するものが含まれることから、 
   郵便物・信書便物以外の荷物扱いで発送できないので注意してください。 
 ※申請者の持ち込みは受理しないので注意してください。 
 
【問合せ先】 
 

 ＴＥＬ：０３-５５６５-４０８１ （１０時～１７時 平日のみ） 
 
 ※上記以外の電話番号にお問合せいただいても、一切お答えできませんので、必ず上記の 
   問合せ先にご連絡ください。 
 

申請書提出先及び問合せ先 

42 

事業名を間違いないよう注意してください。 

申請書提出先及び問合せ先 ７ 

申請書提出先及び問合せ先 

（１）提出先 

以下の「申請書提出先シート」を切り取り、必ず枠内の会社名・担当者氏名・電話番号を明記し、内容物欄にチェック
をした上で封筒等に貼り付けて提出してください。 
複数の個口に分けて提出する場合は、「申請書提出先シート」を複製して利用ください。 
なお、こちらは平成３０年度 蓄電システム製品登録の提出先を示したものです。申請書の提出先は、事業によって
異なりますので、他の事業には絶対に使いまわさないでください。 

〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ 
『ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業』 
 

                 申請係 

 
  

蓄電システム製品登録 

（２）発送の注意事項 

① 他の事業の「申請書提出先シート」使いまわし等により、提出先に間違いがある場合は申請書を受理できない 
  ので注意してください。 
 

② ＳＩＩからメーカーに対して申請書を受け取った旨の連絡はいたしません。 
 

③ 必ず配送状況が確認できる手段（簡易書留等）で送付してください。 
 

④ 申請者がＳＩＩに送付する申請書は「信書」に該当するものが含まれることから、郵便物・信書便物以外の荷物扱い 
  で発送できないので、注意してください。 
 

⑤ 申請書の持ち込みは受理しないので注意してください。 

（３）問合せ先 

ＴＥＬ： ０３－５５６５－４０８１ （１０時～１７時 平日のみ） 
 
※ 上記以外の電話番号にお問合せいただいても、一切お答えできませんので、必ず上記の問合せ先に 
  ご連絡ください。 

〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内 
 

                               申請係 

  

『平成３０年度 蓄電システム製品登録』 

申請書提出先シート 使用例 

 ※あてはまる内容物に 
  チェックをしてください 

□ 登録申請書 
□ 登録移行申請書 
□ その他の書類 

会社名                          

担当者氏名               電話番号               

〒104-0061 
 

東京都中央区銀座２-１６-７ 恒産第３ビル９階 
 

 一般社団法人 環境共創イニシアチブ ＺＥＨ事務局内 
 

                               申請係  ※あてはまる内容物に 
  チェックをしてください 

□ 登録申請書 
□ 登録移行申請書 
□ その他の書類 

会社名   ○○○○○株式会社          

担当者氏名  ○○ ○○  電話番号 ○○- ○○○○ - ○○○○  

✔ 

保存 

以下の「申請書提出先シート」を切り取り、必ず枠内の会社名・担当者氏名・電話番号を明記し、内容物欄にチェック
をした上で封筒等に貼り付けて提出してください。 
複数の個口に分けて提出する場合は、「申請書提出先シート」を複製して利用ください。 
なお、こちらは平成３０年度 ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告 の提出先を示したものです。申請書の提出先は、
事業によって異なりますので、他の事業には絶対に使いまわさないでください。 
 

『平成３０年度 蓄電システム製品登録』 




